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はじめに 

 

 広大な地域を持つ北海道では、市街地にはブロードバンドサービスが提供されているが、

集落や民家が点在している郊外地域では、未だにブロードバンドサービスが提供されていな

い地域が尐なくない｡このようなルーラルエリアでは、多額な敶設費を要する光ファイバに

代わり、地域 WiMAXによる中継が実現できれば、経済的にブロードバンドサービスの利用が

実現できる。加えて移動中の高速通信など、モビリティを活かした多様なサービスも可能に

なる。特に、同一周波数による中継が実現できれば、周波数の有効利用や採算性等の面でも

極めて有効なシステムが実現できることになる。 

しかし、同一周波数による中継は伝送距離や干渉の状況等によっては、十分な伝送速度を

得ることができないことが想定される等、技術的にクリアされなければならない課題が多い。 

 

 本調査検討会では、このような状況を踏まえ、新しいシステムとして地域 WiMAXを利用し、

同一周波数中継方式（再生中継方式・非再生中継方式）の可能性について、各分野の専門家

の皆様にお集まりいただき技術的検討をしていただいた。 

また、旭川市においてフィールド試験を実施し、伝送速度、電波干渉等に関して基礎的デ

ータを取得した。検討の結果、本報告書に詳述したように、地域 WiMAXにおける同一周波数

中継方式が、周波数の有効利用と共にルーラルエリアでのデジタル・ディバイドの解消にも

大きく貢献できることを確認した。 

 

この報告書が、地域 WiMAXの同一周波数中継方式によるブロードバンドサービスを提供す

るシステムの導入に際して、有用な技術資料になることを期待している。 

 

最後に、ご多忙のなか熱心に調査されご検討いただきました委員各位に、また厳寒の中、

フィールド試験に当られた作業部会の各位、旭川市の関係各位に心より感謝申し上げます。 
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    「地域 WiMAXの同一周波数中継方式に関する調査検討会」座長 

東海大学 生物理工学部 教授 上瀧 實 
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１－１ 開催主旨 
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第１章 調査検討の概要 
 

１－１ 開催主旨 

市町村合併が進み、特に北海道においては、１市町村が県と同程度の面積を有する自治体

も尐なくなく、市街地ではブロードバンドサービスが提供されているが、広大な地域に集落

や民家が点在している郊外地域の多くではブロードバンドサービスが未だに提供されてい

ない地域が多くある。このような地域では設置コストなどの採算性の問題から整備が進まな

い状況にある。 

このような広い地域へブロードバンドサービスを経済的に提供するために、また光ファイ

バ等の有線ブロードバンドサービスが提供されている地域でも、地域 WiMAXによる同一周波

数中継が実現できれば、移動中の高速通信など、モビリティを活かした多様なサービスが可

能となり、周波数の有効利用や採算性の面でも有効なシステムであると考えられている。 

しかし、同一周波数による中継では伝送距離や干渉の状況等によっては、ユーザは十分な

伝送速度を得ることができないことが想定される等、技術的にクリアされなければならない

課題は非常に多いのが実状である。 

このような状況を踏まえ、本調査検討会では、デジタル・ディバイドの解消、地域の公共

サービスの向上等、地域の公共の福祉の増進を図るための新しいシステムとして制度化され

た本システムを利用し、同一周波数中継方式（再生中継方式・非再生中継方式）について、

各分野の専門家の皆様にお集まりいただき、その伝送距離、伝送速度、電波干渉回避手法等

に関して技術的検討を行うとともにその利点を最大限に活かし、採算面でも実現可能なシス

テム構築を目指す。 

 

１－２ 調査検討の目的 

地域 WiMAXの同一周波数中継を行う際の技術的条件等の検討を行い、周波数の有効利用に 

資するとともに、多様なブロードバンドサービスを経済的に提供することが可能となるシス

テムについて検証する。 

 

１－３ 調査検討の背景 

広大な地域に集落や民家が点在している郊外はブロードバンドサービス未提供地域が多

いが、光ファイバ敶設は、設置時などに多額の費用が必要となる。地域 WiMAXによる中継が

実現できればブロードバンドサービスエリアを経済的に拡大でき、移動中の高速通信などモ

ビリティを活かした多様なサービスも可能になり、同一周波数による中継の実現は、周波数

の有効利用にもつながる。 

この調査検討会において、干渉や伝送速度の低下などを検証し、技術的条件等を明らかに

する。 
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１－４ 調査検討項目 

１－４ 調査検討項目 

（１）中継回線とアクセス回線の干渉回避条件等の検討 

（２）再生中継方式と非再生中継方式の伝送距離、伝送速度等の比較検討（注） 

（３）各中継方式の実運用面での検討 

（４）その他、調査検討に必要な事項 

 

注：再生中継方式＝受信したデータを復調、復号化しデジタルデータに変換後、符号化、変調して送信する 

非再生中継方式＝受信したデータをそのまま増幅して送信する 
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２－１ ブロードバンドサービスの現状  

第２章 ブロードバンドサービスの現状と課題 
 

２－１ ブロードバンドサービスの現状 

（１）全国の状況 

インターネットアクセスを中心とするブロードバンドサービスは、近年 FTTH(Fiber 

To The Home)を中心に 3400万契約（平成 22年 9月末現在）に達し、その数を着実に増

やしている(図２-１)。 

ブロードバンドサービスの実現手段としては、FTTH、DSL(Digital Subscriber Line)、

CATV(Community Antenna Television)、FWA(Fixed Wireless Access)/BWA(Broadband 

Wireless Access)の順で普及しており、近年、DSL サービスが減尐し FTTH が増加の傾

向にある。無線を利用した FWA/BWAの契約率は全体の 1％以下で、ブロードバンドサー

ビスの手段としては大きな普及には至っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１ ブロードバンドサービスの契約状況（全国） 

※ 北海道総合通信局 北海道内のブロードバンドサービスの契約状況（平成 22年 9月末現在）から引用 

 

（２）北海道内のブロードバンドの普及状況 

北海道内のブロードバンドサービス契約数は、平成 22 年 9 月末現在で 126 万 5495

契約となり、世帯普及率は、47.7％（前年同期 43.4％）と着実に普及が進んだ。 

FTTHサービスは 74万 3432契約で、この一年で約 11.2万件の増加と大きな伸びを示

す一方、DSLサービスは、39万 4990契約で約 5万件の減尐となり、減尐傾向が続いて

いる。これは全国と同様の傾向を示している。 

   北海道におけるブロードバンドサービスの種類別契約数は表２-１、契約状況の推移

は図２-２のとおりである。 
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２－１ ブロードバンドサービスの現状 

表２-１ ブロードバンドサービスの種類別契約数 

 

北海道 全国 

契約数 
世帯普及率

(%) 
契約数 

世帯普及率

(%) 

サービス

種類 

FTTH 743,432 28.0 19,121,711 35.8 

DSL 394,990 14.9 8,990,467 16.8 

CATV 124,602 4.7 5,554,085 10.4 

FWA 1,511 0.1 10,840 0.0 

BWA 960 0.0 340,326 0.6 

合計 1,265,495 47.7 34,017,429 63.7 

注 ： 世帯普及率は、「契約数／住民基本台帳に基づく世帯数(平成２２年３月末現在)×100」で算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-２ ブロードバンドサービスの契約状況（北海道） 

※北海道総合通信局 北海道内のブロードバンドサービスの契約状況（平成 22年 9月末現在）から引用 

 

（３）北海道内のブロードバンド整備状況と課題 

北海道内のブロードバンド整備状況は、平成 21 年 3 月末現在、FTTH、ADSL、FWA 及

び 3.5世代携帯電話により約 257万 8千世帯が整備済みとなり、世帯カバー率は 98.4％

と着実に整備が進み、平成 22年度末までには、ブロードバンドの世帯カバー率は 100%

となる。 

また、超高速ブロードバンドについては、平成 22年 3月末現在で約 90％の世帯カバ

ー率となっているが、残り約 10％は未整備の状況となっている。今後は、その解消が

課題となるが、地理的条件や経済合理性の観点から光ファイバの敶設が困難な場合等に

おいて、無線を利用したワイヤレスブロードバンドによる整備が期待されている。 
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 ２－２ ワイヤレスブロードバンドについて 

２－２ ワイヤレスブロードバンドについて 

 ワイヤレスブロードバンドは、メガビットクラスの通信速度を有する無線通信サービスで

ある。現在では最もポピュラーな無線方式として、無線 LAN、携帯電話系サービス、

WiMAX(Worldwide Interoperability for Microwave Access)があり、その特徴は次のとおり

である。 

 

（１）無線 LAN 

   無線 LANは、平成 11年（1999年）に IEEE802.11bと呼ばれる規格の成立とともにオ

フィス、家庭において非常に普及が進んでいる。現在では、相互接続性を認定する団体

(WiFi-Alliance)から WiFi(ワイファイ)と呼ばれることも多い。 

   通信速度も従来は数Mbps程度であったが、最新規格であるIEEE802.11nにおいては、

無線区間で最大 300Mbps(2×2MIMO 時)と有線 LAN に匹敵する速度を有する。無線 LAN

の通信速度の推移は、図２-３のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-３ WiFiの通信速度の発展 

 

   また、無線 LANの利用周波数は、2.4GHz帯、4.9GHz帯、5.2/5.3GHz帯、5.6GHz帯と

幅広い帯域が利用可能となっている。なお、4.9GHz 帯を除く、いずれの周波数帯も特

定小電力無線の規格となっており、免許不要と使いやすいシステムであることから、多

くのユーザに利用されている。ただし、免許不要であることから、システム間の干渉に

関して保障できないため、ユーザが多いエリアでは通信速度(スループット)が低下する

など制限が生じることがある。 

一方 4.9GHz帯は、登録局の登録が必要な周波数帯であることから、比較的干渉の影

響を受けにくいため、FWAなどの拠点間固定通信用としてデジタル・ディバイド地域へ

のアクセス回線などに利用されている。 

 

 

 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

54Mbps
802.11a/g

300Mbps
802.11n (2x2 MIMO)

≧1Gbps
802.11ac

600Mbps
802.11n (4x4 MIMO)
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 ２－２ ワイヤレスブロードバンドについて 

（２）携帯電話系サービス 

携帯電話サービスは、その世界共通規格の通信規格を進める上で ITU (International 

Telecommunication Union) が、平成 11年（1999年）に IMT-2000規格として勧告した。

この IMT-2000として勧告された携帯電話システムを「第 3世代移動通信システム(3G)」

と称し、日本では W-CDMA と CDMA2000 の 2方式が利用されている。 

   近年の通信容量の拡大のニーズに伴いそれぞれの方式が改良を加え、W-CDMA の

「HSDPA(High Speed Downlink Packet Access)」や CDMA2000の「1xEV-DO」などの規格

による数 Mbpsに対応する通信サービス(通称：3.5世代)が現在の主流となっている。 

   今後、増え続けるデータトラフィックに対応するため、現在 ITU において 

IMT-Advanced という規格名称で仕様が検討されており、その IMT-Advancedに対応する

ものを「第 4 世代移動通信システム」と称する。その代表的な通信方式として OFDMA

（Orthogonal Frequency Division Multiplexing Access）を採用する LTE Advanced 

(Long Term Evolution)や IEEE802.16mに対応した WiMAX2などの次世代の通信方式とし

て通信事業者各社がその導入を進め始めている。 

 

（３）WiMAX 

WiMAX の通信技術は、IEEE(米国電気電子学会)の 802.16 委員会で検討されていたも

のがベースとなっている。設立当初は固定通信を対象としていたが、その後、端末のモ

ビリティ機能を追加するためのタスクグループ e（TGe）が設立され、IEEE Std 

802.16e-2005が制定された。 

また、IEEEとは別に、IEEE802.16規格のシステム運用のための各種パラメータ(シス

テムプロファイル)規格化、ネットワークレイヤの構成及び機器の相互接続性をテスト

するための団体として、WiMAX Forum が組織された。この団体名称である「WiMAX：ワ

イマックス」が、IEEE802.16 の規格を使用した通信方式として広く使われるようにな

った。IEEEと WiMAX Forumとの関係は、図２-４のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-４ IEEE802.16委員会と WiMAX Forumの関係 

IEEE802.16委員会

Broadband Wireless Access

802.16-2004 (FWA)

802.16e-2005 (Mobile)

WiMAX Forum (業界団体)

・運用方法の整理、相互接続性

システムプロファイル
・標準的な運用パラメータを規定

ＩＥＥＥ非標準部分の規格化
・IEEEはPHY/MACまで

・Forumではネットワーク層を規定

相互接続性認定
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 ２－２ ワイヤレスブロードバンドについて 

 ①WiMAXの特長と基本技術 

  ア．グローバルスタンダード 

WiMAX は規格に準拠した装置であれば、異なる機器メーカ同士の製品が相互に通

信・接続できることを前提としている。これは、国際的なマーケットから多数の機器

メーカの製品を使用・調達することができるようになるため、運用する事業者にとっ

ては選択の幅が広がり、それが機器メーカ間の競争につながるため装置・機器価格の

低廉化につながると期待されている。 

また、WiMAX を構成するネットワークは、すべて IP ベースのシステムとなってい

るため、従来の IP ネットワーク機器(スイッチやルータなど)を利用して容易に安価

なネットワークシステムを構築することができる。 

 

  イ．高速通信、端末高速移動性 

WiMAXのスループットは、基地局から端末方向(下り)の通信において最大約 40Mbps、

端末から基地局方向(上り)の実効速度として約 10Mbps を実現する。また、端末の移

動速度として最大時速 120kmをサポートできる機能を有している。 

 

  ウ．QoS(Quality of Service)機能 

WiMAXは、通信品質を向上させるための QoSに関する機能が充実しており、加入者

ごとに、通信データ(映像、音声、データなど)ごとにサービスの品質・優先度を定義

することが出来るため、信頼性の高い通信を実現できる。 

 

  エ．柔軟なネットワークシステム 

WiMAX の標準的なシステム構成は、図２-５のとおりである。WiMAX のネットワー

クは ASN(Access Service Network)と CSN(Connectivity Service Network)の２つの

ネットワークで構成される。 

ASN は、基地局装置(BS)と無線端末の移動管理などを制御する ASN-GW で構成され

る。ASN-GWは、無線端末に対して IEEE802.16eによる無線通信に必要な機能を提供し、

CSNとの接続機能を有する。 

また、CSN は、ユーザ認証を行う AAA や、WiMAX のサービスを割り当てる PF、IP

アドレスを割り当てる DHCP サーバ、モバイル IP の移動管理を制御する HA などの機

器で構成される。また、CSN は ASN と協調して端末を上位ネットワークに接続する機

能を有する。これらを繋ぐインターフェースは、リファレンスポイントと呼ばれ、

WiMAXフォーラムで規定されている。 
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 ２－２ ワイヤレスブロードバンドについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-５ WiMAXシステム構成図 

 

  オ．OFDMA方式 

WiMAX の無線通信区間では、OFDMA と呼ばれる通信方式が採用されている。この方

式は、送信データを遅いデータレートの信号(サブキャリア)に分割し、それらを並列

伝送することで、マルチパスなどの通信品質の劣化を低減できる。この方式は、地上

デジタル放送や無線 LANなど、無線ブロードバンドを支える技術として幅広く利用さ

れている。 

WiMAXでは、さらに各サブキャリアをサブチャネルと呼ばれる単位でグループ化し、

特定の時間タイミングで使用するユーザごとにそれを割り当てることで、多数のユー

ザが同時に通信する機能を実現している。 

 

 ②WiMAXと他の無線システムとの位置づけ 

 WiMAXと他の無線システムとの位置づけは、図２-６のとおりである。 

WiMAXを無線端末の移動速度とデータ通信速度からの視点において、携帯電話と無線

LANを比較すると、現在の第 3世代携帯電話は、時速 300kmの新幹線でも通話ができる

ほど端末の移動に対応しているが、データ通信速度という面では、数 Mbps程度であり、

図２-６においては左上に位置する。 
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Authentication Authorization Accounting

意味

無線端末装置MS

Mobile IPによるMSの位置管理およびForeign Agent（FA)へのパケッ

トを転送する (FA: 移動先のネットワークでパケット転送などを行う装置)
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MSに対してIPアドレス設定するDHCP
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(SF: QoSタイプやトラフィックレート等の条件群)
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MSに対してIEEE802.16eによる無線接続機能を有するBase StationBS

Mobile Station

Home Agent

Dynamic Host Configuration Protocol

Authentication Authorization Accounting

意味

無線端末装置MS

Mobile IPによるMSの位置管理およびForeign Agent（FA)へのパケッ

トを転送する (FA: 移動先のネットワークでパケット転送などを行う装置)
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 ２－２ ワイヤレスブロードバンドについて 

無線 LAN 仕様において、端末の移動速度という点では携帯電話に比べて劣るため、

図２-６においては右下に位置することになる。 

WiMAXは、第 3世代の携帯電話と無線 LANの中間に位置する無線アクセス方式といえ

る。つまり第 3 世代の携帯電話より通信速度が速く、無線 LAN より端末の移動性に優

れているということになる。 

将来、携帯電話が第 4世代の携帯電話システムへ進化するとともに、WiMAXも WiMAX2

として第 4世代の携帯電話システムである IMT-Advancedの一方式として名乗りを上げ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-６ WiMAXの位置づけ 
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 ３－１ 地域 WiMAXとは 

第３章 地域 WiMAX通信システム 
 

３－１ 地域 WiMAX とは 

地域の特性、ニーズに応じたブロードバンドサービスを提供することによるデジタル・デ

ィバイドの解消、地域の公共サービスの向上等当該地域の公共の福祉の増進に寄与すること

を目的として、広帯域無線アクセスシステムのうち、2575MHzから 2595MHzまでの周波数の

うちの 10MHz幅（固定系地域バンド）を使用する無線局をいう。 

 固定系地域バンドでは、当分の間 WiMAX方式の無線局に割り当てることとしており、この

周波数帯に上記の目的で開設される無線局を「地域 WiMAX」と呼称する。 

 なお、固定系地域バンドを使用する無線局ではあるが、陸上移動局として免許を受けた無

線局に関しては、移動しての運用が可能である。 

 2.5GHz の使用帯域は図３-１のとおりであり、地域 WiMAX の利用シーンは図３-２のとお

りである。 
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地域WiMAXの使用周波数帯域は、2582MHz ～ 2592MHz の10MHzが割り当てられている 

利用制限期間2014年まで 

 

図３-１ 2.5GHz通信システムの電波使用帯域 
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 ３－２ 地域 WiMAXの特長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 地域 WiMAXの利用シーン 

 

 

３－２ 地域 WiMAX の特長 

（１）固定系地域バンドの目的 

 地域の特性、ニーズに応じたブロードバンドサービスを提供することによるデジタ

ル・ディバイドの解消、地域の公共サービスの向上等当該地域の公共の福祉の増進に

寄与すること 

（２）割当可能な周波数 

2575～2595MHzの周波数のうちの 10MHz 

（３）対象とする技術方式  

WiMAX方式 (無線設備規則第 49条の 28第 1項第 1号イ(1)に規定する通信方式) 

（４）申請者の要件 

電気通信事業者（ただし、全国バンドの認定事業者を除く） 

（５）免許の単位 

原則として、一の市区町村の区域内 

※ ただし、固定系地域バンドの目的に反しない限り、複数の市区町村の区域内（原

則として、一の都道府県の範囲内） 

（６）申請の際の調整 

隣接する周波数を使用する全国バンドの認定事業者との間で、干渉の回避に関し、調

整が必要。 同じ周波数を使用する隣接地域の免許人または申請者との間で、干渉の回

避に関し、調整が必要。
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３－３ 地域 WiMAX普及状況  

３－３ 地域 WiMAX 普及状況 

 地域 WiMAXの主たる免許取得事業者は、各地域のケーブルテレビ事業者である。現在、46

事業者が免許を付与されている(図３-３)。北海道においては、(株)帯広シティケーブル及

び(株)ニューメディアの 2つの事業者が地域 WiMAXの免許を取得している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-３ 地域 WiMAX免許取得事業者 

 

３－４ 地域 WiMAX 同一周波数中継とは 

（１）地域 WiMAX同一周波数中継 

   通信エリアを拡大する手段としては、基地局を追加設置する方法が一般的であるが、

基地局の装置コストやアクセス回線のコスト、たとえば光ケーブルの敶設費用や固定無

線アクセス装置のコストやランニング費用などを考慮すると、基地局の設置より安価で

アクセス回線が不要な無線中継装置（レピータ）を導入することも有効な手段となる。 

   基地局サービスエリアと中継局サービスエリアのイメージは、図３-４のとおりであ

る。中継局のサービスエリアは、設置条件や周辺環境に依存するが、今回使用した送信

出力が 5W の装置では、市街地で 1km 程度である。また、郊外などでは、見通し内であ

れば 3km～4km程度である。 

   一般に無線中継装置は、受信した信号を増幅して再送信する機能を有し、その再送信

する周波数は、受信信号と異なる信号を送信する異周波数中継と受信した信号と同じ周

波数で再送信する同一周波数中継の 2方式が考えられる。 

   異周波数中継では、中継装置の受信信号と再送信する周波数が異なるため、原則とし

: 免許取得事業者 (2010年10月現在)
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 ３－４ 地域 WiMAX同一周波数中継とは 

て干渉が無く通信品質の劣化は無いが、同一周波数中継では中継装置の受信信号と再送

信信号が同じ周波数のために、干渉が発生し通信品質を劣化させることがあることから、

干渉の低減が必要である。 

   地域 WiMAXにおいては、周波数利用可能帯域が、1チャネル分の通信帯域(10MHz)の周

波数しか割り当てられていないため、中継には同一周波数中継を利用することになる。 

中継装置を使うことにより、基地局設置よりコスト面での優位性はあるが、設置時の

中継局アンテナ間の干渉の考慮や、サービスエリア内での干渉を低減させる置局設計等

が必要である。 

 

 

基地局 中継局

基地局サービスエリア 中継局サービスエリア 

1km程度 

3～4km程度 

 

図３-４ 基地局サービスエリアと中継局サービスエリアのイメージ 

 

 

（２）WiMAX中継の状況 

   韓国において 2006 年 4 月に普及が始まった 2.3GHz 帯を使用した WiMAX システム(通

称 WiBroと称する)では、多くの非再生中継装置が稼動している。 

韓国の通信事業者である KT (Korea Telecom)では、26000台以上の非再生中継装置の

導入実績がある。(情報通信審議会 情報通信技術分科会（第 67回）による。) 
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 ３－４ 地域 WiMAX同一周波数中継とは 

（３）再生中継方式 

   再生中継方式は、基地局からの信号を中継局で受信し、復調・復号化しデジタルデー

タに変換後、それらを符号化し変調・送信することで中継する。その構成は、図３-５

のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

図３-５ 再生中継方式の中継の構成図(基地局→端末局通信の場合) 

 

   無線受信を経てデジタル信号に復号化し、さらに符号化変調のためのハードウェアが

必要になるため、一般的に装置コストが高くなる。 

WiMAX の場合、基地局－中継局間と中継局－端末間で異なるサブキャリアを使用する

ことで、干渉を発生させない方式(セグメント化)で中継することも可能である。ただし、

地域 WiMAXの帯域 10MHzを分割して基地局－中継局間と中継局－端末間で使用すること

になるので、10MHz幅をフルに使用する場合に比べてスループットは低下する。 

 

 

（４）非再生中継方式 

   非再生中継方式では、基地局から受信した無線信号をそのまま増幅して送信する。し

たがって、再生中継方式に比べると装置コストを低減できる。その反面、中継局装置内

部における信号品質の劣化が蓄積され端末へ送信されるため、この劣化を抑える技術が

重要になる。また、信号の遅延による劣化にも許容値があり、中継段数、中継距離に制

限がある。非再生中継方式の構成は、図３-６のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

図３-６ 非再生中継方式の中継の構成図(基地局→端末局通信の場合) 

基地局

無線受信
復調・
復号化

ここでデジタ
ルデータに再
生される。

符号化・
変調

無線送信

中継局

加入者端末

基地局 

無線受信 

デジタルデータに再生されず 
受信した無線信号を増幅して 

無線送信 

中継 局 

加入者端末 

送信する。 
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 ３－４ 地域 WiMAX同一周波数中継とは 

   中継局の送信波と受信波の干渉を低減させる機能として、 ICS(Interference 

Cancelling System)機能を有した非再生中継方式がある。これは、希望波と妨害波の信

号をデジタル信号処理の技術を利用してキャンセルすることで、干渉の影響を低減する

機能を有している。 

 

 

（５）同一周波数中継における課題 

   地域 WiMAX においても都市部のエリア補完や条件不利地域へのサービスにおいて、

WiMAX の中継利用が進めば、その利用拡大に大きく貢献できる。しかし、地域 WiMAXで

は、10MHz内で 1波しか利用することができない。 

したがって、無線中継をする際には中継装置の送信周波数と受信周波数を同一にしな

ければならないことから、干渉が発生しシステムの特性を劣化させる。 

干渉要因は 3つに大別され、その関係は図３-７のとおりである。 

 

①中継局における基地局からの受信波と加入者端末への送信波との干渉 

②中継局における加入者端末からの受信波と基地局への送信波との干渉 

③加入者端末における中継局からの受信波と基地局からの受信波との干渉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-７ 同一周波数中継における干渉 

 

基地局

基地局

加入者端末

中継装置

中継局

加入者端末
干渉要因①

干渉要因②

干渉要因③基地局の通信エリア 中継局の通信エリア

DL信号
UL信号

希望波(D)

干渉波(U)
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 ４－１ 実証試験の目的 

第４章 実証試験 

 

４－１ 実証試験の目的 

地域 WiMAXの同一周波数中継は、広大な地域にサービスエリアを構築し、また都市部のサ

ービスエリアを補完するシステムである。 

本章では、インハウス試験、実環境試験を実施し、今後の同一周波数中継の置局設計に活

用できる技術的なデータを取得する。 

また、インハウス試験で取得したデータと実環境試験で取得したデータを比較検討するこ

とによって、インハウス試験の妥当性を検証し、実環境へ適用する場合の留意点を検討する。 

 

４－２ 実証試験の概要 

（１）期間 

①インハウス試験：平成 22年 10月 5日から平成 23年 2月 15日まで 

②実環境試験：平成 22年 12月 7日から平成 23年 2月 28日まで 

 

（２）実環境試験実施場所 

旭川市内で実施。旭川市は、試験実施時に地域 WiMAX のサービスが開始されていな

いこと、基地局と中継局が見通し内に設置できる建物があること、中継局の周りは低層

の住宅街であり実環境試験を実施しやすいことから決定した。 

   ①基地局：旭川市神楽市民交流センター屋上 

   ②中継局：旭川市神居支所屋上 

   ③移動局：中継局常置場所より半径 1km以内の近隣エリア 

   基地局と中継局の位置関係は、図４-１のとおりである。 

 

図４-１ 基地局と中継局の位置関係 
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 ４－２ 実証試験の概要 

（３）システム構成 

本実証試験で使用するシステムの構成は、図４-２のとおりである。 

システム毎に運用して技術データを測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２ システム構成 

 

   システムを構成する要素は、以下のとおりである。 

 ①測定用 PC 

   UDP、TCPのスループット、ping応答時間を測定する。 

 ②L2SW 

   各機器をイーサケーブルにより相互接続する機能を実現する。 

 ③加入者管理サーバ 

DHCPサーバ、AAAサーバ、Policy Function（PF）サーバで構成される接続サービス

ネットワーク（CSN）を構築する。基地局－CPE 間または非再生中継局－加入者端末間

の暗号化通信用暗号キーと CPE及び加入者端末の IPアドレスを提供し CPE及び端末の

認証、管理を行う。 
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 ４－２ 実証試験の概要 

また、スループット測定用ソフトウェア iperf(*)を動作させる。 

(*)iperf:ネットワークのスループットを測定するためのソフトウェアであり、メモリ

ーtoメモリーのデータ転送をネットワークを介して実施するソフトウェア。 

 ④WiMAX基地局 

地域バンドの周波数を使用した屋外設置型の無線基地局であり、Access Service 

Network（ASN）の全機能を内蔵したオールインワンタイプの装置である。 

 ⑤サービス側アンテナ 

WiMAX の電波を送受信するためのものであり、電波到達範囲内で IP 網のサービスを

提供出来る。基地局、中継局とも同じスペックのアンテナを使用する。 

 ⑥GPSアンテナ 

WiMAX基地局の送信タイミング同期のため、GPS衛星信号を受信する。送信タイミン

グを合わせることで、同一周波数での隣接基地局間の干渉を回避する。 

 ⑦CPE(Customer Premises Equipment) 

屋外に設置可能な防水構造の筐体に、WiMAX通信モジュール、CPU回路、アンテナ回

路、電源回路を内蔵した加入者端末装置である。ブロードバンドルータ機能を内蔵して

おり、再生中継用のドナー側のアンテナ・送受信機として使用する。 

 ⑧再生中継装置 

④の WiMAX 基地局と同じく地域バンドの周波数を使用した屋外設置型の無線基地局

であり、Access Service Network（ASN）の全機能を内蔵したオールインワンタイプの

装置である。 

 ⑨ドナー側アンテナ 

基地局との通信用のアンテナであり、サービス側アンテナと同じスペックのものを使

用する。 

 ⑩WiMAX狭ビームアンテナ 

上記ドナー側アンテナとの比較のために、中継局サービス側のアンテナとして使用す

る。上記ドナー側アンテナの水平面 3dB半値幅が約 65度であるのに対し、本アンテナ

は約 10度と狭ビームとなっている。 

 ⑪非再生中継装置 

回り込み波キャンセル(ICS)機能内蔵の屋外設置型 RFレピータである。 

 ⑫保守用 PC 

非再生中継装置の制御用に使用し、送信出力、利得の設定を行う。 
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 ４－２ 実証試験の概要 

（４）設置状況 

基地局及び中継局の設置状況は、図４-３から図４-１２のとおりである。 

  

図４-３ 基地局アンテナ(旭川市神楽市民交流センター屋上) 

 

 

図４-４ 基地局機材(旭川市神楽市民交流センター屋上) 

GPSアンテナ 

加入者管理サーバ 測定用 PC 

WiMAX基地局 

L2SW 

拡 大 

 

サービス側アンテナ 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 

図４-５ 中継局アンテナ全景(旭川市神居支所屋上) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-６ 中継局ドナー側アンテナ群(旭川市神居支所屋上、写真左) と CPE(写真右) 

ドナー側アンテナ 
サービス側アンテナ 

GPSアンテナ 

CPE 

(再生中継用) 

ドナー側アンテナ 

(非再生中継用) 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 

図４-７ 中継局ドナー側 狭ビームアンテナ (旭川市神居支所屋上) 

 

 

 

 

図４-８ 中継局サービス側アンテナ(旭川市神居支所屋上) 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 

図４-９ 再生中継装置(中継局 BS)(旭川市神居支所屋上倉庫内) 

 

 

 

図４-１０ 非再生中継局装置(旭川市神居支所屋上倉庫内) 

 

 

 

加入者管理サーバ 

測定用 PC 

非再生中継装置 
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再生中継装置(中継局 BS) 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 

図４-１１ 加入者端末 

 

 

 

図４-１２ 測定風景 

 

 

 

 

 

 

69mm 
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 ４－２ 実証試験の概要 

（５）装置諸元 

 ①基地局設備 

  ア．基地局本体 

基地局の概要は、表４-１のとおりである。 

変調方式と MIMO について、基地局本体は、表４-１のとおりサポートしているが、

今回の実験では、DL の変調方式は、QPSK1/2、QPSK3/4、16QAM3/4、64QAM2/3、UL の

変調方式は、QPSK1/2、QPSK3/4、16QAM1/2 を使用した。また、MIMO は、Matrix A を

使用した。 

また、基地局装置帯域外輻射レベルは、図４-１３のとおりである。 

基地局 BS で測定した 64QAM のコンスタレーションは、図４-１４のとおりである。

コンスタレーションとは、伝送するデータをデジタル変調する際の信号点を 2次元の

平面に表した図である。 

表４-１ 無線局の概要 

項目 内容 

対象となる無線局 JRCわいまっくすじっけんかぐらきち／実験試験局 

空中線電力 +37dBm(5W) 

空中線利得 17dBi 

アンテナ高 

（海抜／地上高） 

海抜高：110ｍ 

アンテナの地上高：12.5m  

変調方式 

DL: QPSK1/2、QPSK3/4、16QAM1/2、16QAM3/4、 

    64QAM1/2、64QAM2/3、64QAM3/4、64QAM5/6 

UL: QPSK1/2、QPSK3/4、16QAM1/2、16QAM3/4 

MIMO MIMO Matrix A、Matrix B 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E5%A4%89%E8%AA%BF
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 ４－２ 実証試験の概要 

 

図４-１３ 基地局装置帯域外輻射レベル 

 

 

 

図４-１４ 64QAMのコンスタレーション 

2582MHz 2592MHz 

スペクトラムマスク スペクトラムマスク 

-25dBm/MHz 以下 

-46.727dB@2595MHz 
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 ４－２ 実証試験の概要 

  イ．基地局アンテナ（ビーム角 65度） 

    基地局アンテナの水平面内指向性は、図４-１５のとおりである。 

    また、基地局アンテナの垂直面指向性は、図４-１６のとおりである。 

 

 

図４-１５ 水平面内指向性 

 

 

図４-１６ 垂直面指向性 
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 ４－２ 実証試験の概要 
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 ②再生中継方式の無線設備 

  ア．中継装置本体 

無線局の概要は、表４-２のとおりである。 

また、再生中継局帯域外輻射レベル(ドナー側)は、図４-１７のとおりであり、再

生中継局帯域外輻射レベル(サービス側)は、図４-１８のとおりである。 

 

表４-２ 無線局の概要 

項目 内容 

対象となる無線局 
JRC わいまっくすじっけんかむいさいせいちゅうけい／

実験試験局 

空中線電力 
第 1装置：+23dBm(0.2W) 

第 2装置：+37dBm(5W) 

空中線利得 
第 1装置：2dBi 

第 2装置：17dBi 

アンテナ高 

（海抜／地上高） 

海抜高：110ｍ 

アンテナの地上高：10m  

平均アンテナチルト 
ドナー側：平均 0度 

サービス側：5 –  15 度(可変) 

＊ ドナー側：基地局と通信する側 

＊ サービス側：移動局と通信する側 

＊ 第 1装置：ドナー側アンテナに接続される無線装置(基地局向け) 

＊ 第 2装置：サービス側アンテナに接続される無線装置(加入者端末向け) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１７ 再生中継局帯域外輻射レベル(ドナー側) 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 

図４-１８ 再生中継局帯域外輻射レベル(サービス側) 

  イ．サービス側アンテナ 

基地局アンテナ(図４-１５及び図４-１６)に同じ 

 

  ウ．ドナー側アンテナ 

再生中継局アンテナパターンは、図４-１９のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１９ 再生中継局アンテナパターン(ドナー側) 

青:垂直偏波、赤:水平偏波 

2582MHz 2592MHz 

スペクトラムマスク スペクトラムマスク 

-25dBm/MHz 以下 

-46.727dB@2595MHz 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 ③非再生中継方式の無線設備 

  ア．中継装置本体 

無線局の概要は、表４-３のとおりである。 

また、非再生中継局帯域外輻射レベル(ドナー側)は、図４-２０のとおりであり、

非再生中継局帯域外輻射レベル(サービス側) は、図４-２１のとおりである。 

表４-３ 無線局の概要 

項目 内容 

対象となる無線局 
JRC わいまっくすじっけんかむいひさいせいちゅうけい／実

験試験局 

空中線電力 
第 1装置：+23dBm(0.2W) 

第 2装置：+37dBm(5W) 

空中線利得 
第 1装置：2dBi 

第 2装置：17dBi 

アンテナ高 

（海抜／地上高） 

海抜高：110ｍ 

アンテナの地上高：10m  

平均アンテナチルト 
ドナー側：平均 0度 

サービス側：5 –  15 度(可変) 

その他特記事項 
ドナー側アンテナとしてビーム角 10°あるいは 65°のどち

らか一方を使用する 

＊ ドナー側：基地局と通信する側 

＊ サービス側：移動局と通信する側 

＊ 第 1装置：ドナー側アンテナに接続される無線装置(基地局向け) 

＊ 第 2装置：サービス側アンテナに接続される無線装置(加入者端末向け) 

 

図４-２０ 非再生中継局帯域外輻射レベル(ドナー側) 

2582MHz 2592MHz 

スペクトラムマスク スペクトラムマスク 

-37dBm/MHz 以下 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 

図４-２１ 非再生中継局帯域外輻射レベル(サービス側) 

 

 中継局サービス側の帯域外輻射レベルは、基地局の技術的条件を準用するため、 

10MHzシステムの場合は、下記のような規格となる 

 

○隣接チャネル漏洩電力 

チャネル間隔：10MHz 

帯域幅： 9.5MHz 

許容値： 3dBm 以下 

 

○スペクトラムマスク 

オフセット周波数 Δf：15MHz 以上25MHz 未満     

許容値：-22dBm/MHz 以下 

 

  イ．ドナー側アンテナ（ビーム角 65度） 

基地局アンテナ(図４-１５及び図４-１６)に同じ 

 

 

 

 

2582MHz 2592MHz 

スペクトラムマスク スペクトラムマスク 

-22dBm/MHz 以下 
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 ４－２ 実証試験の概要 

  ウ．ドナー側アンテナ（ビーム角 10度） 

    非再生中継局アンテナパターンは、図４-２２のとおりである。 

 

 

 

図４-２２ 非再生中継局アンテナパターン(ドナー側) 
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 ４－２ 実証試験の概要 
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 ④加入者端末装置 

無線局の概要は、表４-４のとおりである。 

また、加入者端末の帯域外輻射レベル(ドナー側)は、図４-２３のとおりである。 

 

表４-４ 無線局の概要 

項目 内容 

対象となる無線局 
JRCわいまっくすじっけんたんまつ 1／実験試験局 

JRCわいまっくすじっけんたんまつ 2／実験試験局 

空中線電力 +23dBm(0.2W) 

空中線利得 2dBi 

平均アンテナチルト 平均 0度 Omni型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２３ 加入者端末帯域外輻射レベル 
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 ４－２ 実証試験の概要 

（６）試験内容 

   同一周波数中継装置を置局する場合に、検証が必要とされる以下の事項についてイン

ハウス試験、実環境試験を通じて、技術的なデータを収集し、今後の同一周波数中継装

置利活用時に活用できるようにする。 

   また、インハウス試験のデータと実環境試験の結果を比較検討することにより、本 

実証試験における評価の妥当性を検証し、評価手法を実環境に適用する場合の留意点 

を検討する。 

 

 ①中継局置局のための所要 D/U 

   中継局は基地局からの電波を増幅して再送信するが、この中継局波がドナー側アンテ 

ナに回り込んで基地局からの電波に干渉することが想定される。本試験では、基地局波 

と中継局の回り込み波を合成させて干渉によるスループットへの影響を測定する。 

 

 ②アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による干渉への影響 

   中継局のドナー側アンテナ、サービス側アンテナの離隔、方向等の調整により中継局 

の回り込み波の干渉によるスループットへの影響を測定する。 

   なお、本試験においては、ドナー側アンテナ、サービス側アンテナの設置条件や機器 

構成から、両アンテナ高を変化させる試験は物理的に困難なため実施しない。 

 

 ③加入者端末の通信状況における実用性の検証 

実環境において基地局のサービスエリアと中継局のサービスエリアの境界付近では、 

中継局波の下り信号と基地局波の下り信号が干渉することが想定される。本試験では、

中継局波（希望波）と基地局波の下り信号（干渉波）の干渉による加入者端末における

スループットへの影響を測定する。 

また、加入者端末からの上り信号(希望波)と中継局から基地局への上り信号(干渉 

波)がサービス側アンテナで干渉することも想定される。この場合のスループットへの

影響を測定する。 

 

 ④サブキャリア分割(セグメント化)の有無による干渉回避の検証 

   基地局波と中継局波で異なる OFDMAサブキャリアを使用することにより、干渉回避で 

きることを確認する。 
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 ４－２ 実証試験の概要 

 ⑤各試験において測定する項目 

  ア．アンテナ間結合量 

地域 WiMAXは、周波数の割当上、基地局と中継局で同一の周波数を使用する必要が 

ある。また、中継局のアンテナ設置の物理的な条件も存在する。そのため、サービス

側アンテナから再送信した信号がドナー側アンテナに回り込んで干渉することが考え

られる。そこで、サービス側アンテナとドナー側アンテナ間の伝搬損失を設置条件を

変化させて測定する。 

 

  イ．UDPと TCPのスループット 

通信システムの性能を測定するために、UDPスループットを測定し、インターネッ 

トへのアクセスも考慮すると TCPスループットも測定する必要があるため、本試験で

は、UDPと TCP両方のスループットを測定する。 

ただし、TCPの場合、TCP自体の輻輳制御や再送制御が入り、条件によってはスル 

ープットが変化することがある。 

 

  ウ．ping RTT 

伝送路の遅延時間を測定するために、ping RTTを測定する。 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

（１）中継局置局のための所要 D/U 

 ①インハウス試験 

  ア．試験構成 

試験構成概略図は、図４-２４のとおりであり、測定系全景は、図４-２５のとおり

である。 

基地局(BS)、中継局(CPE及び BSで構成)、加入者端末及びアッテネータ(ATT1及び

ATT2)で構成している。 

基地局 BS及び中継局 BSともに、オムニ設定(30sub channel全て使用)とする。 

中継局 BS からの下り信号(DL)(干渉波)を CPE 端に回り込ませて、ATT1 で干渉波レ

ベルを調節する。 

本試験の目的は、基地局波と中継局の回り込み波を合成させて干渉によるスループ

ットへの影響について検討する。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 
+ 

D 

U 
ATT1 

ATT2 
中継 

BS 

中継局 
ping RTT 測定  

図４-２４ 試験構成概略図 

 

 

図４-２５ 測定系全景 

基地局 

↑BS 

 

↑加入者 
管理サーバ 

 

↑CPE 

 

↑BS 

 

↑加入者 
管理サーバ 

 

中継局 

加入者端末 

↓測定用 PC 

 

↓BS制御用 PC 

 ↓測定用 PC 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  イ．試験内容 

図４-２４の ATT1を変化させることにより、中継局の回り込み波(干渉波)の信号レ

ベルを変化させて、UDPスループットと TCPスループットをそれぞれ測定する。 

また、CPEから基地局へ pingを打って、遅延時間を測定する。 

 

  ウ．試験結果 

 （ア）D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-２６及び表４-５のとおりである。 

 今回の試験で使用する基地局 BSは、伝送路の状態に応じて適応的に変調方式が切

り替わるために、D/Uが低下するに従って、スループットも低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２６ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-５  D/Uと UDPスループットの関係 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

26.5  14.40   21.5  10.80   17.0  5.39   10.3  3.58  

24.0  14.40   20.8  10.80   16.0  5.39   9.0  3.58  

22.8  14.40   18.0  10.80   15.3  5.39   6.3  3.58  

      12.3  5.40   4.0  3.58  

      11.0  5.38   3.3  1.43  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-２７及び表４-６のとおりである。 

 UDP スループットの結果と同様に、今回の試験で使用する基地局 BS は、伝送路の

状態に応じて適応的に変調方式が切り替わるために、D/Uが低下するに従って、スル

ープットも低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２７ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

表４-６  D/Uと TCPスループットの関係 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

26.5  13.8  21.5  9.80  17.0  5.10  10.3  2.22 

24.0  13.8  20.8  9.80  16.0  5.10  9.0  2.22 

22.8  13.8  18.0  9.80  15.3  5.10  6.3  2.20 

      12.3  5.40     

      11.0  4.90   
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （ウ）D/Uと ping RTT の関係 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-２８及び表４-７のとおりである。 

CPEから基地局への ping なので、遅延時間は 100ms程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２８ D/Uと ping RTTの関係 

 

表４-７ D/Uと ping RTTの関係 

D/U[dB] ping RTT[ms] 

3.25 103 

4.00 101 

6.25 102 

9.00 101 

10.25 103 

11.00 108 

12.25 100 

15.25 100 

16.00 100 

17.00 100 

18.00 101 

20.75 108 

21.50 101 

22.75 100 

24.00 101 

26.50 100 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 ②実環境試験 

  ア．試験構成 

試験構成概略図は、図４-２９のとおりである。 

中継局では、サービス側アンテナからの送信波がドナー側アンテナに回り込むこと

が考えられる。この回り込み波が基地局 BS から中継局への通信に干渉波として影響

を与えることになる。 

本試験の目的は、中継局 BS の送信電力を変化させて、ドナー側アンテナへの回り

込み波の干渉によるスループット等への影響について検討する。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 中継 

BS 

中継局 

 

回り込み波(干渉波) 

 

 

ドナー側アンテナ 

 

サービス側アンテナ 

 

希望波 

 

測定点 A 測定点 B  

図４-２９ 試験構成概略図 

 

  イ．試験内容 

中継局サービス側アンテナの条件は表４-８のとおりであり、ドナー側アンテナの

条件は表４-９のとおりである。 

中継局 BS の送信電力を変化させることにより、回り込み波の干渉量を変化させて

表４-１０の項目を測定する。 

また、各試験条件のアンテナ配置は、図４-３０のとおりである。 

本測定は、ドナー側アンテナ(CPE)での測定が主目的であるが、参考データとして、 

UDP、TCP スループット、ping RTT は、神居支所屋上に設置した加入者端末でも測定

する。 

 

表４-８ サービス側アンテナの試験条件 

条件 離隔[m] 方向(方位角) チルト[°] 偏波 中継局 BS送信電力 

1 18.5 南西(240°) 0 V +3.0dBm (2.00mW) 

2 18.5 南西(240°) 0 V +1.0dBm (1.26mW) 

3 18.5 南西(240°) 0 V -1.0dBm (0.79mW) 

4 18.5 南西(240°) 0 V -3.0dBm (0.50mW) 

5 18.5 南西(240°) 0 V -5.0dBm (0.32mW) 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

表４-９ ドナー側アンテナの試験条件 

 

 

 

 

1.3m 高 

10.7m 

3.3m 

1.7m 

9.8m 

8.0m 

5.7m 

11.0m 

1.7m 

1.7m 

18.5m 

ドナー側アンテナ 

方位:110° 

神楽市民交流センター方向 

 

 ペントハウス 

高さ2.9m 

サービス側アンテナ 

方位:240° 

加入者端末 

設置場所 1F 玄関 

 
 

図４-３０ 神居支所屋上配置図 

 

 

表４-１０ 測定項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

方向(方位角) チルト[°] 偏波 

東(110°) 0 V 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、 TCPスループット 

4 ping RTT 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （ア）アンテナ間結合量の測定方法 

アンテナ間結合量の測定方法は、図４-３１及び図４-３２のとおりである。 

① アッテネータ(ATT)を介して中継局 BS とスペクトラムアナライザを接続し、

スペクトラムアナライザで送信電力を測定する。 

② 測定した値から ATTの値を差し引いて、中継局 BSのアンテナ端子での送信電

力を求める。 

③ 実環境にて、中継局 BSからの回り込み波の受信電力を CPEと同じ場所におい

てスペクトラムアナライザで測定する。スペクトラムアナライザには、CPEで使

用しているアンテナと同一のものを接続する。 

④ ②で測定した送信電力から③で測定した受信電力を差し引いた値が、アンテ

ナ間結合量となる。 

 

 

 スペクトラム 
アナライザ 

中継 

BS 
ATT 

 

図４-３１ 送信電力の測定 

 

 

CPE 中継 

BS 

回り込み波 

 

神居支所屋上 

スペクトラム 

アナライザ 

 

図４-３２ 回り込み波の測定 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）D/Uの測定方法 

D/Uの測定方法は、図４-３３のとおりである。 

① 基地局波(希望波)のみを送信して、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナ

ライザで受信電力を測定する。スペクトラムアナライザには、CPEで使用してい

るアンテナと同一のものを接続する。 

② 中継局波(干渉波)のみを送信して、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナ

ライザで受信電力を測定する。スペクトラムアナライザには、CPE で使用して

いるアンテナと同一のものを接続する。 

③ 希望波の受信電力と干渉波の受信電力の差分が D/Uとなる。 

 

 

スペクトラム 
アナライザ 

基地局 

BS 

中継 

BS 

基地局波のみ送信(希望波) 中継局波のみ送信(干渉波) 

CPE 

 

図４-３３ D/Uの測定方法 

 

 

 （ウ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から CPEへパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

また、参考データとして基地局から加入者端末への DLスループットも測定する。 

 

 （エ）ping RTTの測定方法 

CPEから基地局へ pingを打って、50回の平均時間を記録する。 

また、参考データとして加入者端末から基地局への ping RTTも測定する。 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）中継局 BS送信電力とアンテナ間結合量の関係 

中継局 BS の送信電力をスペクトラムアナライザで測定した結果は、図４-３４の

とおりである。 

また、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナライザで測定した回り込み波の受

信電力は、図４-３５のとおりである。 

アンテナ間結合量は、中継局 BS の送信電力(26.0dBm)から回り込み波の受信電力

(-53.1dBm)を差し引くことにより求められ、79.1dBとなる。 

 

 

図４-３４ 中継局 BS の送信電力 

 

 

図４-３５ 回り込み波の受信電力 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）中継局 BS送信電力と D/Uの関係 

中継局 BS送信電力と D/Uの関係は、図４-３６及び表４-１１のとおりである。 

ドナー側アンテナとサービス側アンテナの離隔が一定のため、中継局 BS送信電力

が大きくなると、D/Uは低下することが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-３６ 中継局 BS送信電力と D/Uの関係 

 

表４-１１ 中継局 BS送信電力と D/Uの関係 

中継局 BS送信電力 希望波 D[dBm] 干渉波 U[dBm] D/U[dB] 

-5.0dBm (0.32mW) -48 -74.8 26.8  

-3.0dBm (0.50mW) -48 -72.8 24.8  

-1.0dBm (0.79mW) -48 -70.8 22.8  

+1.0dBm (1.26mW) -48 -68.8 20.8  

+3.0dBm (2.00mW) -48 -66.8 18.8  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （ウ）D/Uと UDPスループットの関係 

   a．CPEでの測定(図４-２９ 測定点 A) 

CPEで測定した D/Uと UDPスループットの関係は、図４-３７及び表４-１２のとお

りである。 

D/U約 23dBで変調方式が、64QAM2/3から 16QAM3/4に変化している。これは、D/U

が低下すると受信端での CINRが劣化するためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-３７ D/Uと UDPスループットの関係(CPEで測定) 

 

 

表４-１２  D/Uと UDPスループットの関係(CPEで測定) 

64QAM2/3  16QAM3/4 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

26.8 13.4  22.8 10.0 

24.8 13.3  20.8 10.0 

   18.8 10.0 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．加入者端末での測定(参考データ 図４-２９ 測定点 B) 

加入者端末で測定した D/U と UDP スループットの関係は、図４-３８及び表４-１

３のとおりである。CPEで測定したスループットと同等の 10Mbpsが得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-３８ D/Uと UDPスループットの関係(加入者端末で測定) 

 

 

表４-１３  D/Uと UDPスループットの関係(加入者端末で測定) 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （エ）D/Uと TCPスループットの関係 

   a．CPEでの測定(図４-２９ 測定点 A) 

CPEで測定した D/Uと TCPスループットの関係は、図４-３９及び表４-１４のとお

りである。 

D/U約 23dBで変調方式が、64QAM2/3から 16QAM3/4に変化している。これは、D/U

が低下すると受信端での CINRが劣化するためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-３９ D/Uと TCPスループットの関係(CPEで測定) 

 

 

表４-１４  D/Uと TCPスループットの関係(CPEで測定) 

 

64QAM2/3  16QAM 3/4 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

26.8 12.7  22.8 9.6 

24.8 12.2  20.8 9.6 

   18.8 9.6 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．加入者端末での測定(参考データ 図４-２９ 測定点 B) 

加入者端末で測定した D/U と TCP スループットの関係は、図４-４０及び表４-１

５のとおりである。CPEで測定したスループットと同等の9Mbps程度が得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-４０  D/Uと TCPスループットの関係(加入者端末で測定) 

 

 

表４-１５  D/Uと TCPスループットの関係(加入者端末で測定) 

16QAM 3/4 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 

22.8 8.3 

20.8 8.7 

18.8 8.1 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （オ）D/Uと ping RTT の関係 

   a．CPEでの測定(図４-２９ 測定点 A) 

CPE で測定した D/U と ping RTT の関係は、図４-４１及び表４-１６のとおりであ

る。 

CPEから基地局への ping なので、遅延時間は 100ms程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-４１  D/Uと ping RTTの関係(CPEで測定) 

 

 

表４-１６  D/Uと ping RTTの関係(CPEで測定) 

D/U[dB] ping RTT[ms] 

26.8 103 

24.8 102 

22.8 101 

20.8 101 

18.8 100 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．加入者端末での測定(参考データ 図４-２９ 測定点 B) 

加入者端末で測定した D/Uと ping RTTの関係は、図４-４２及び表４-１７のとお

りである。 

WiMAX装置を 2回経由しているために(中継局及び基地局)、遅延時間は 200ms程度

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-４２  D/Uと ping RTTの関係(加入者端末で測定) 

 

 

表４-１７  D/Uと ping RTTの関係(加入者端末で測定) 

D/U[dB] ping RTT[ms] 

26.8 203 

24.8 202 

22.8 200 

20.8 203 

18.8 204 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

（２）アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による干渉への影響 

 ①インハウス試験 

   本試験では、アンテナの離隔、方向等を変化させて干渉の影響を測定するための試験 

であることから、実環境においてのみ実施し、インハウス試験については測定を省略し 

た。 

 

 ②実環境試験 

  ア．試験構成 

試験構成概略図は、図４-４３のとおりである。 

中継局では、サービス側アンテナからの送信波がドナー側アンテナに回り込むこと

が考えられる。この回り込み波が基地局 BSから中継局への通信に干渉波として影響を

与えることになる。 

本試験の目的は、中継局サービス側アンテナの離隔・方向等を変化させて、ドナー

側アンテナへの回り込み波の干渉によるスループット等への影響について検討する。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 中継 

BS 

中継局 

 

アンテナの離隔・方向等を変化させる 

回り込み波 

 

 

ドナー側アンテナ 

 

サービス側アンテナ 

 

測定点 A 測定点 B 

 

図４-４３ 試験構成概略図 

 

 

  イ．試験内容 

中継局サービス側アンテナの試験条件は表４-１８のとおりであり、中継局ドナー側

アンテナの試験条件は表４-１９のとおりである。 

また、各試験条件のアンテナ配置は、図４-４４のとおりである。 

各試験条件において、表４-２０の項目を測定する。 

本測定は、ドナー側アンテナ(CPE)での測定が主目的であるが、参考データとして

UDP、TCPスループット及び ping RTTについては、加入者端末でも測定する。 

加入者端末の場所は、基地局からの干渉を排除するため、中継局の信号のみ受信で

きる場所(神居支所入り口付近)とする。 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

表４-１８ サービス側アンテナの試験条件 

条件 

番号 
変化パラメータ 離隔[m] 

方向 

(方位角) 
チルト[°] 偏波 

中継局 BS 

送信電力[dBm] 

① 基準 18.5 北(350°) 0 V 14 

② 離隔 10.0 北(350°) 0 V 14 

③ 偏波 18.5 北(350°) 0 H 14 

④ 方向 18.5 東(90°) 0 V 14 

⑤ チルト 18.5 北(350°) 10(下向き) V 14 

⑥ 離隔 3.0 北(350°) 0 V 14 

 

表４-１９ ドナー側アンテナの試験条件 

 

 

 

 

 

1.3m 高 

10.7m 

3.3m 

1.7m 

9.8m 

8.0m 

5.7m 

11.0m 

1.7m 

1.7m 

ドナー側アンテナ(CPE) 

方位:110° 

神楽市民交流センター方向 

 ペントハウス 

高さ2.9m 

加入者端末 

(地上) 

サービス側アンテナ 

方位:350° 

条件① ③ ④ ⑤ 

条件② 

条件⑥ 

7.0m 

18.5m 

10.0m 

3.0m 

1F 玄関 

 

 

図４-４４ 神居支所屋上配置図 

 

方向(方位角) チルト[°] 偏波 

東(110°) 0 V 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

表４-２０ 測定項目 

 

 

 

 

 

 

 （ア）アンテナ間結合量の測定方法 

アンテナ間結合量の測定方法は、図４-４５及び図４-４６のとおりである。 

① アッテネータ(ATT)を介して中継局 BS とスペクトラムアナライザを接続し、

スペクトラムアナライザで送信電力を測定する。 

② 測定した値から ATTの値を差し引いて、中継局 BSのアンテナ端子での送信電

力を求める。 

③ 実環境にて中継局 BSからの回り込み波の受信電力を CPEと同じ場所において

スペクトラムアナライザで測定する。スペクトラムアナライザには、CPEで使用

しているアンテナと同一のものを接続する。 

④ ②で測定した送信電力から③で測定した受信電力を差し引いた値が、アンテ

ナ間結合量となる。 

 スペクトラム 

アナライザ 

中継 

BS 
ATT 

 

図４-４５ 送信電力の測定 

 

 

CPE 中継 

BS 

回り込み波 

 

神居支所屋上 

スペクトラム 

アナライザ 

 

図４-４６ 回り込み波の測定 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、 TCPスループット 

4 ping RTT 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）D/Uの測定方法 

D/Uの測定方法は、図４-４７のとおりである。 

① 基地局波(希望波)のみを送信して、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナ

ライザで受信電力を測定する。スペクトラムアナライザには、CPEで使用してい

るアンテナと同一のものを接続する。 

② 中継局波(干渉波)のみを送信して、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナ

ライザで受信電力を測定する。スペクトラムアナライザには、CPE で使用して

いるアンテナと同一のものを接続する。 

③ 希望波の受信電力と干渉波の受信電力の差分が D/Uとなる。 

 

 

スペクトラム 
アナライザ 

基地局 

BS 

中継 

BS 

基地局波のみ送信(希望波) 中継局波のみ送信(干渉波) 

CPE 

 

図４-４７ D/Uの測定方法 

 

 

 （ウ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から CPEへパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

また、参考データとして基地局から加入者端末への DLスループットも測定する。 

 

 

 （エ）ping RTTの測定方法 

加入者端末から基地局へ pingを打って、50回の平均時間を記録する。 

また、参考データとして加入者端末から基地局への pingRTTも測定する。 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）アンテナ条件を変化させた場合のアンテナ間結合量 

アンテナ条件を変化させた場合のアンテナ間結合量は、図４-４８及び表４-２１

のとおりである。 

基準と偏波は同程度のアンテナ間結合量であり、その他の条件は、全て基準より

小さい値となっている(干渉波の回り込み量が大きい)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-４８ アンテナ間結合量 

 

 

表４-２１ アンテナ間結合量 

条件番号 アンテナ条件 アンテナ間結合量[dB] 基準との差[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 109.6  － 

② 離隔 10m 96.4  -13.2  

③ 偏波 H 109.0  -0.6  

④ 東向き 90° 91.9  -17.7  

⑤ チルト下向き 10° 104.8  -4.8  

⑥ 離隔 3m 90.0  -19.6  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）アンテナ条件を変化させた場合の D/U 

アンテナ条件を変化させた場合の D/U は、図４-４９及び表４-２２のとおりであ

る。 

基準と偏波は同程度の D/U であるが、その他の条件は、全て基準よりも劣化して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-４９ アンテナ条件を変化させた場合の D/U 

 

 

表４-２２ アンテナ条件を変化させた場合の D/U 

条件番号 アンテナ条件 D/U[dB] 基準との差[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 27.1  － 

② 離隔 10m 13.9  -13.2  

③ 偏波 H 26.5  -0.6  

④ 東向き 90° 9.4  -17.7  

⑤ チルト下向き 10° 22.3  -4.8  

⑥ 離隔 3m 7.5  -19.6  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （ウ）D/Uと UDPスループットの関係 

   a．CPEでの測定（図４-４３ 測定点 A） 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-５０及び表４-２３のとおりである。 

D/Uに応じたスループットが得られている。 

基準、偏波、チルトは D/U=20dB以上であり、最大のスループットが得られている。

離隔 10mと東向きは、5Mbps程度、離隔 3mでは 3Mbps程度となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５０ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-２３  D/Uと UDPスループットの関係 

条件番号 アンテナ条件 Throughput[Mbps] D/U[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 13.4  27.1  

② 離隔 10m 5.0  13.9  

③ 偏波 H 13.3 26.5  

④ 東向き 90° 5.0 9.4  

⑤ チルト下向き 10° 13.4  22.3  

⑥ 離隔 3m 3.3  7.5  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．加入者端末での測定(参考データ 図４-４３ 測定点 B) 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-５１及び表４-２４のとおりである。 

基準、偏波、チルトは D/U=20dB以上であり、最大のスループットが得られている。

離隔 10mが東向きよりも D/U(CPE端で規定)が大きいにもかかわらずスループットが

低下しているのは、離隔を 10m としたことによって、加入者端末とアンテナの距離

が遠くなることと、加入者端末からアンテナが見通せなくなることにより、加入者

端末での受信レベルが低下しているためと考えられる。 

また、離隔 3m の場合も同様の理由により、CPE で測定したスループットよりも小

さい値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５１ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-２４  D/Uと UDPスループットの関係 

条件番号 アンテナ条件 Throughput[Mbps] D/U[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 12.9  27.1  

② 離隔 10m 2.5  13.9  

③ 偏波 H 13.3  26.5  

④ 東向き 90° 5.0  9.4  

⑤ チルト下向き 10° 13.4  22.3  

⑥ 離隔 3m 1.4  7.5  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （エ）D/Uと TCPスループットの関係 

   a．CPEでの測定（図４-４３ 測定点 A） 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-５２及び表４-２５のとおりである。 

D/Uに応じたスループットが得られている。 

基準、偏波、チルトは D/U=20dB以上であり、最大のスループットが得られている。

離隔 10mと東向きは、5Mbps程度、離隔 3mでは 3Mbps程度となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５２ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

表４-２５  D/Uと TCPスループットの関係 

条件番号 アンテナ条件 Throughput[Mbps] D/U[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 12.7  27.1  

② 離隔 10m 4.8  13.9  

③ 偏波 H 12.5  26.5  

④ 東向き 90° 4.8  9.4  

⑤ チルト下向き 10° 12.6  22.3  

⑥ 離隔 3m 3.2  7.5  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．加入者端末での測定(参考データ 図４-４３ 測定点 B) 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-５３及び表４-２６のとおりである。 

基準、偏波は、D/U=20dB以上であり、最大のスループットが得られている。 

UDP の場合と同様に、離隔 10m が東向きよりも D/U(CPE 端で規定)が大きいにもか

かわらずスループットが低下しているのは、離隔を 10m としたことによって、加入

者端末とアンテナの距離が遠くなることと、加入者端末からアンテナが見通せなく

なることにより、加入者端末での受信レベルが低下しているためと考えられる。 

また、離隔 3m の場合も同様の理由により、CPE で測定したスループットよりも小

さい値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５３ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

 

表４-２６  D/Uと TCPスループットの関係 

条件番号 アンテナ条件 Throughput[Mbps] D/U[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 12.5  27.1  

② 離隔 10m 1.6  13.9  

③ 偏波 H 12.5  26.5  

④ 東向き 90° 4.6  9.4  

⑤ チルト下向き 10° 7.8  22.3  

⑥ 離隔 3m 1.2  7.5  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （オ）D/Uと ping RTT の関係(図４-４３ 測定点 A) 

   a．CPEでの測定 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-５４及び表４-２７のとおりである。 

D/U値にかかわらず遅延時間は、100ms程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５４ D/Uと ping RTTの関係 

 

 

表４-２７  D/Uと ping RTTの関係 

条件番号 アンテナ条件 ping RTT[ms] D/U[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 101 27.1  

② 離隔 10m 103 13.9  

③ 偏波 H 102 26.5  

④ 東向き 90° 106 9.4  

⑤ チルト下向き 10° 103 22.3  

⑥ 離隔 3m 101 7.5  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．加入者端末での測定(参考データ 図４-４３ 測定点 B) 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-５５及び表４-２８のとおりである。 

D/U 値にかかわらず、200ms 程度の RTT が得られている。これは、WiMAX 装置を 2

回経由しているために、通常 100msの遅延時間が 2倍の 200msとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５５ D/Uと ping RTTの関係 

 

 

表４-２８  D/Uping RTTの関係 

条件番号 アンテナ条件 ping RTT[ms] D/U[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 206 27.1  

② 離隔 10m 208 13.9  

③ 偏波 H 205 26.5  

④ 東向き 90° 201 9.4  

⑤ チルト下向き 10° 202 22.3  

⑥ 離隔 3m 206 7.5  
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

（３）加入者端末の通信状況における実用性の検証 

 ①インハウス試験 

  ア．試験構成 

 （ア）中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

試験構成概略図は、図４-５６のとおりである。 

基地局 BS、中継局(CPE 及び BS で構成)、加入者端末及びアッテネータ(ATT)で構

成している。 

基地局 BS及び中継局 BSともに、オムニ設定(30sub channel全て使用)とする。 

基地局 BS からの DL 信号(干渉波)を加入者端末に回り込ませて、ATT1 で干渉波レベ

ルを調節する。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 D 

U 

ATT1 

ATT2 
中継 

BS 

中継局 
測定点 

+ 

 

図４-５６ 試験構成概略図 

 

 （イ）中継局 CPEの上り信号(UL)が加入者端末の ULに干渉する場合 

試験構成概略図は、図４-５７のとおりである。 

基地局 BS、中継局(CPE 及び BS で構成)、加入者端末及びアッテネータ(ATT)で構

成している。 

基地局 BS及び中継局 BSともに、オムニ設定(30sub channel全て使用)とする。 

中継局 CPE からの UL 信号(干渉波)を中継局 BS 端に回り込ませて、ATT1 で干渉波

レベルを調節する。 
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図４-５７ 試験構成概略図 



 

65 

 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  イ．試験内容 

 （ア）中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

加入者端末のアンテナ端が D/Uの規定点であり、基地局 BSからの下り信号レベル

をアッテネータで調節することにより、D/U を変化させてスループットを測定する。 

 

 （イ）中継局 CPEの上り信号(UL)が加入者端末の ULに干渉する場合 

中継局 BS のアンテナ端が D/U の規定点であり、CPE から送信される上り信号レベ

ルをアッテネータで調節することにより、D/Uを変化させてスループットを測定する。 

 

 （ウ）D/Uの測定方法 

中継局 BS の下り信号(DL)に基地局の DL が干渉する場合は、加入者端末で測定し

た希望波(D)、干渉波(U)の受信電力の差を D/Uとする。 

中継局 CPE の上り信号(UL)が加入者端末の UL に干渉する場合は、中継局 BS のア

ンテナ端でスペクトラムアナライザを使用して、希望波(D)、干渉波(U)の受信電力

を測定し、それらの差を D/Uとする。 

 

 （エ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から CPEへパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

また、参考データとして基地局から加入者端末への DLスループットも測定する。 

 

 （オ）ping RTTの測定方法 

試験構成概略図は、図４-５８のとおりである。 

以下の 3つの区間で ping RTTを観測する。 

①基地局 BS-加入者端末 

②基地局 BS-中継局 

③中継局-加入者端末  
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図４-５８ 試験構成概略図 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

   a．D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-５９及び表４-２９のとおりである。 

今回の試験で使用する基地局 BSは、伝送路の状態に応じて適応的に変調方式が切

り替わるため、D/Uが低下するに従って、スループットも低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５９  D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-２９  D/Uと UDPスループットの関係 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

24.0 13.40  18.0 10.30  12.0 5.07  6.0 2.84 

22.0 13.40  16.0 10.20  10.0 5.09  4.0 2.66 

20.0 13.40  14.0 10.20  8.0 4.29  2.0 1.71 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-６０及び表４-３０のとおりである。 

UDP スループットと同様に、今回の試験で使用する基地局 BS は、伝送路の状態に

応じて適応的に変調方式が切り替わるため、D/U が低下するに従って、スループッ

トも低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-６０  D/Uと TCPスループットの関係 

 

表４-３０  D/Uと TCPスループットの関係 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

24.0 12.8  18.0 9.8  12.0 4.8  6.0 2.7 

22.0 12.8  16.0 9.8  10.0 4.8    

20.0 12.8  14.0 9.8  8.0 4.8    
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）中継局 CPEの上り信号(UL)が加入者端末の ULに干渉する場合 

   a．D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-６１及び表４-３１のとおりである。 

今回の試験で使用する中継局 BS は、伝送路の状態に応じて適応的に UL の変調方

式を決定し、使用サブチャネル数とともに加入者端末へ通知している。そのため、

D/Uが低下するに従って変調方式が変化し、使用サブチャネル数が減尐することによ

り、スループットが低下している。加入者端末では、使用サブチャネル数が減尐し

た分、1 サブチャネル当たりの出力を増加させる機能(パワー・コンセントレーショ

ン)が働くために、D/U=0dB 付近まで通信できている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-６１  D/Uと UDPスループットの関係 

 

表４-３１  D/Uと UDPスループットの関係 

16QAM1/2  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.7 3.20   6.7 0.52  4.7 0.25 

20.7 3.20   5.7 0.44  3.7 0.19 

17.7 3.20      2.7 0.19 

15.7 2.88      1.7 0.19 

14.7 2.30      0.7 0.19 

13.7 1.70        

10.7 0.89        

8.7 0.55        

7.7 0.55        
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-６２及び表４-３２のとおりである。 

UDPスループットと同様に、今回の試験で使用する中継局 BSは、伝送路の状態に 

応じて適応的に ULの変調方式を決定し、使用サブチャネル数とともに加入者端末へ

通知している。そのため、D/Uが低下するに従って変調方式が変化し、使用サブチャ

ネル数が減尐することにより、スループットが低下している。加入者端末では、使用

サブチャネル数が減尐した分、1 サブチャネル当たりの出力を増加させる機能(パワ

ー・コンセントレーション)が働くために、D/U=0dB 付近まで通信できている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-６２  D/Uと TCPスループットの関係 

 

表４-３２  D/Uと TCPスループットの関係 

16QAM1/2  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.7 3.10  6.7 0.50  4.7 0.26 

20.7 3.10  5.7 0.26  3.7 0.13 

17.7 3.10     2.7 0.13 

15.7 2.23     1.7 0.13 

14.7 1.33     0.7 0.13 

13.7 1.05       

10.7 1.05       

8.7 0.50       

7.7 0.50       
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （ウ）ping RTTの確認 

測定結果は、表４-３３のとおりである。 

加入者端末から基地局までのトータルの RTT は、基地局 BS-中継局、中継局-加入

者端末の RTTの和となっている。これは WiMAX装置を 2回経由しているためである。 

表４-３３ ping応答時間 

区間 Ping応答時間 

①基地局 BS-加入者端末 x 215ms 

②基地局 BS-中継局 y 100ms 

③中継局-加入者端末 z 114ms 

 

  エ．変調方式を QPSK1/2に固定した場合の DL と ULの D/Uとスループットの比較 

    変調方式をQPSK1/2に固定した場合のDLとULのD/UとUDPスループットの関係は、  

図４-６３及び表４-３４のとおりである。ここでは、DLと ULの動作の違いを確認す 

るために、QPSK1/2に固定して測定した。 

DLは常に一定の電力で送信していることから、D/Uが低下するに従って伝送路の状

態が悪くなり、今回の試験では D/U=3.3dBでスループットが 1.5Mbps程度に落ち込み、

その後は通信できなくなった。 

一方、ULは D/Uが低下すると使用サブチャネル数を減らして 1サブチャネル当たり

の送信出力を増加させる機能(パワー・コンセントレーション)が働くことから、スル

ープットが制限されるが、通信を維持することができる。 

また、トータルパワーは変化しないので、干渉波レベルに応じて D/Uは変化し、 

図４-６３のように、QPSK1/2では、D/U=11dB以下 からパワー・コンセントレーシ

ョン機能が動作している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-６３ D/Uと UDPスループットの関係(QPSK1/2) 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

表４-３４ D/Uと UDPスループットの関係(QPSK1/2) 

DL  UL 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 

 
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

3.3 1.43  0 0.09 

4.0 3.58  1.1 0.09 

6.3 3.58  2.1 0.09 

9.0 3.58  3.1 0.09 

15.0 3.58  4.1 0.09 

   5.1 0.24 

   7.1 0.52 

   8.1 0.65 

   9.1 0.85 

   10.1 1.12 

   11.1 1.60 

   12.1 1.60 

   13.1 1.60 

   14.1 1.60 

 

 ②実環境試験 

  ア．試験構成 

 （ア）中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

試験構成概略図は、図４-６４のとおりである。 

     基地局のサービスエリアと中継局のサービスエリアの境界付近では、中継局波と基 

    地局波が干渉することが予想される。この干渉により、中継局と加入者端末との通信 

    に影響を与えることになる。 

     本試験の目的は、基地局波(干渉波)による中継局-加入者端末間の下り方向のスル 

   ープット等への影響について検討する。 

 

CPE 基地局 
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加入者端末 

中継 

BS 

中継局 

 

D/Uの異なる 4ヶ所で測定する 

希望波 

干渉波 
測定点 

 

図４-６４ 試験構成概略図 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）中継局 CPEの上り信号(UL)が加入者端末の ULに干渉する場合 

     試験構成概略図は、図４-６５のとおりである。 

     中継局から基地局への上り信号が、中継局のサービスアンテナに回り込む場合を想 

    定する。この回り込みにより、中継局と加入者端末との通信に影響を与えることにな  

    る。 

     本試験の目的は、回り込み波(干渉波)による中継局-加入者端末間の上り方向のス 

   ループット等への影響について検討する。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 
中継 

BS 

中継局 

 

加入者端末の場所は固定して 

加入者端末の送信電力を変化

させて測定する 

希望波 

干渉波 

測定点  

図４-６５ 試験構成概略図 

 

  イ．試験内容 

 （ア）試験環境 

   a．中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

中継局サービス側アンテナの試験条件は、表４-３５のとおり 1パターンに固定し、

加入者端末の場所を 4 ヶ所変化させることにより、D/U を変化させる。中継局ドナ

ー側アンテナの試験条件は、表４-３６のとおりである。 

また、アンテナ配置は、図４-６６のとおりである。 

測定項目は、表４-３７のとおりである。 

 

表４-３５ サービス側アンテナの試験条件 

条件 離隔[m] 方向・方位角 チルト[°] 偏波 

1 18.5 東 90°(基地局 BSと干渉する方向) 0 V 

 

表４-３６ ドナー側アンテナの試験条件 

 方向(方位角) チルト[°] 偏波 

東(110°) 0 V 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 
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設置場所 

1F 玄関 

 

図４-６６ 神居支所屋上配置図(下り方向測定時) 

表４-３７ 測定項目 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、 TCPスループット 

4 ping RTT 

 

   b．中継局 CPEの上り信号(UL)が加入者端末の ULに干渉する場合 

中継局サービス側アンテナの試験条件は、表４-３８のとおり 1パターンに固定す

る。中継局ドナー側アンテナの試験条件は、表４-３９のとおりである。 

また、アンテナ配置は、図４-６７のとおりである。 

加入者端末は、神居支所屋上に設置して加入者端末の送信電力を変化させること

により、D/Uを変化させる。 

測定項目は、表４-４０のとおりである。 

 

表４-３８ サービス側アンテナの試験条件 

条件 離隔[m] 方向・方位角 チルト[°] 偏波 

1 18.5 南西 240° 0 V 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

表４-３９ ドナー側アンテナの試験条件 

 

 

 

 

1.3m 高 

10.7m 

3.3m 

1.7m 

9.8m 

8.0m 

5.7m 

11.0m 

1.7m 
1.7m 

18.5m 

ドナー側アンテナ 

方位:110° 

神楽市民交流センター方向 

 

 ペントハウス 

高さ2.9m 

サービス側アンテナ 

方位:240° 

加入者端末設置場所 

1ヶ所に固定して測定 1F 玄関 

 

図４-６７ 神居支所屋上配置図(上り方向測定時) 

 

表４-４０ 測定項目 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、 TCPスループット 

4 ping RTT 

 

 

 

 

 

 

方向(方位角) チルト[°] 偏波 

東(110°) 0 V 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）アンテナ間結合量の測定方法 

アンテナ間結合量の測定方法は、図４-６８及び図４-６９のとおりである。 

① アッテネータ(ATT)を介して中継局 BS とスペクトラムアナライザを接続し、

スペクトラムアナライザで送信電力を測定する。 

② 測定した値から ATTの値を差し引いて、中継局 BSのアンテナ端子での送信電

力を求める。 

③ 実環境にて中継局 BSからの回り込み波の受信電力を CPEと同じ場所において

スペクトラムアナライザで測定する。スペクトラムアナライザには、CPEで使用

しているアンテナと同一のものを接続する。 

④ ③で測定した受信電力から②で測定した送信電力を差し引いた値が、アンテ

ナ間結合量となる。 

 

 

 スペクトラム 

アナライザ 

中継 

BS 
ATT 

 

図４-６８ 送信電力の測定 

 

 

CPE 中継 

BS 

回り込み波 

 

神居支所屋上 

スペクトラム 

アナライザ 

 

図４-６９ 回り込み波の測定 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （ウ）D/Uの測定方法 

   a．中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

D/Uの測定方法は、図４-７０のとおりである。 

① 中継局波(希望波)のみを送信して、加入者端末で受信電力を測定する。 

② 基地局波(干渉波)のみを送信して、加入者端末で受信電力を測定する。 

③ 希望波の受信電力と干渉波の受信電力の差分が D/Uとなる。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

中継 

BS 

中継局 

基地局波のみ送信(干渉波) 中継局波のみ送信(希望波) 

サービスエリア内の場所 

加入者端末 

測定点 

 

図４-７０ D/Uの測定方法 

 

 

   b．中継局 CPEの上り信号(UL)が加入者端末の ULに干渉する場合 

D/Uの測定方法は、図４-７１及び図４-７２のとおりである。 

中継局 BS端での D/Uを規定して、UDP、TCPスループットと ping RTTを測定する。 

① 加入者端末から基地局 BS へパケットを送信する。この時、中継局 BS で加入

者端末からの信号の受信電力を測定する(希望波の受信電力)。 

② CPEに接続した測定用 PCから基地局 BSへパケットを送信する。この時、中継

局 BSで CPEからの回り込み波の受信電力を測定する(干渉波の受信電力)。 

③ ①で測定した希望波の受信電力から、②で測定した干渉波の受信電力を引い

た値が D/Uとなる。 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 

CPE 基地局 

BS 

中継 

BS 

中継局 

基地局 BSへパケットを送信

(希望波) 

加入者端末 

受信電力をモニタ 

神居支所屋上に設置する 

測定点  

図４-７１ 希望波電力の測定 

 

 

 

CPE 基地局 

BS 

中継 

BS 

中継局 

測定用 PCから基地局 BSへ 

パケットを送信(干渉波) 

測定用 PC 

受信電力をモニタ 

回り込み波(干渉波) 

測定点 

 

図４-７２ 干渉波電力の測定 

 

 

 （エ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から加入者端末へパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

 

 （オ）ping RTTの測定方法 

    加入者端末から基地局へ pingを打って、50回の平均時間を記録する。 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）中継局 BSの下り信号（DL）に基地局の DL が干渉する場合 

   a．アンテナ間結合量 

サービス側アンテナの試験条件は、表４-４１のとおりである。 

（２）アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による干渉への影響の条件④の状態で試

験した結果、アンテナ間結合量は、91.9dBである。 

 

表４-４１ サービス側アンテナの試験条件 

条件 

番号 
離隔[m] 

方向 

(方位角) 
チルト[°] 偏波 

中継局 BS 

送信電力[dBm] 
変化パラメータ 

④ 18.5 東(90°) 0 V 14 方向 

 

 

   b．D/U、スループット、ping RTTと測定場所 

D/U、スループット、ping RTTと測定場所の関係は、表４-４２のとおりである。 

測定場所の位置関係は、図４-７３のとおりである。 

 

表４-４２  D/U、スループット、ping RTTと測定場所 

測定場所 
D/U 

[dB] 

TCP Throughput 

[Mbps] 

UDP Throughput 

[Mbps] 

ping RTT 

[ms] 
変調方式 

A 5 2.9 2.9 203 QPSK1/2 

B 11 4.5 5.1 208 QPSK3/4 

C 15 8.3 10.0 202 16QAM3/4 

D 28 13.2 14.4 204 64QAM2/3 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 

20m 

A 
D/U=5dB 

B 
D/U=11dB 

C 
D/U=15dB 

D 
D/U=28dB 

神居 

支所 

←ｻｰﾋﾞｽ側ｱﾝﾃﾅ 

←ﾄﾞﾅｰ側ｱﾝﾃﾅ 

 

図４-７３ 測定場所 

       拡大図 

 

3.3m 

1.7m 

1.7m 1.7m 

条件④ 

離隔 

18.5m 

サービス側アンテナ 

ドナー側アンテナ 

方位90°(東方向) 

方位110° 

(神楽市民交流セ

ンター方向) 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   c．D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-７４及び表４-４３のとおりである。 

D/U=28dBの測定場所では、最大のスループットが得られている。 

また、D/U=15、11、5dBと変化するに従って D/Uに応じたスループットとなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-７４ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-４３  D/Uと UDPスループットの関係 

 

D/U 
[dB] 

 Throughput 
[Mbps] 

28 14.4 

15 10.0 

11 5.1 

5 2.9 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   d．D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-７５及び表４-４４のとおりである。 

UDPと同様に D/U=28dBの測定場所では、最大のスループットが得られている。 

また、D/U=15、11、5dBと変化するに従って D/Uに応じたスループットとなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-７５ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

表４-４４  D/Uと TCPスループットの関係 

 

D/U 

[dB] 

 Throughput 

[Mbps] 

28 13.2 

15 8.3 

11 4.5 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   e．D/Uと ping RTT の関係 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-７６及び表４-４５のとおりである。 

いずれの D/Uにおいても、遅延時間は 200ms程度である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-７６ D/Uと ping RTTの関係 

 

 

表４-４５  D/Uと ping RTTの関係 

D/U ping RTT 

[dB] [ms] 

28 204 

15 202 

11 208 

5 203 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）中継局 CPEの上り信号（UL）が加入者端末の ULに干渉する場合 

   a．アンテナ間結合量 

中継局 BS の送信電力をスペクトラムアナライザで測定した結果は、図４-７７の

とおりである。また、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナライザで測定した回

り込み波の受信電力は、図４-７８のとおりである。 

アンテナ間結合量は、中継局 BS の送信電力(10.6dBm)から回り込み波の受信電力

(-80.0dBm)を差し引くことにより求められ、90.6dBとなる。 

 

 

図４-７７ 中継局 BS の送信電力 

 

 

図４-７８ 回り込み波の電力 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   b．D/Uと UDPスループットの関係  

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-７９及び表４-４６のとおりである。 

D/Uの低下に従って、スループットも低下している。 

また、D/Uが低下すると使用サブチャネル数を減らして 1サブチャネル当たりの送

信出力を増加させる機能(パワー・コンセントレーション)が働くことから D/U=2dB

程度でも通信できていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-７９ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-４６ D/Uと UDPスループットの関係 

16QAM1/2  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

24.5  3.20   5.9  0.60   2.0  0.1  

20.2  3.15        

17.7  2.30        

12.0  1.59        

7.6  0.60        
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   c．D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-８０及び表４-４７のとおりである。 

D/Uの低下に従って、スループットも低下している。 

また、D/Uが低下すると、UDPスループット同様に使用サブチャネル数を減らして

1サブチャネル当たりの送信出力を増加させる機能(パワー・コンセントレーション)

が働くことから D/U=2dB程度でも通信できていることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-８０ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

表４-４７ D/Uと TCPスループットの関係 

16QAM1/2  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

24.5  3.11   5.9  0.36   2.0  0.03  

20.2  3.11        

17.7  2.24        

12.0  1.56        

7.6  0.59        
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

   d．D/Uと ping RTT の関係 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-８１及び表４-４８のとおりである。 

遅延時間は、100ms程度で安定していることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-８１ D/Uと ping RTTの関係 

 

 

表４-４８  D/Uと ping RTTの関係 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

（４）サブキャリア分割(セグメント化)の有無による干渉回避の検証 

 ①インハウス試験 

  ア．試験構成 

試験構成概略図は、図４-８２のとおりである。 

基地局 BS、中継局(CPE 及び BS で構成)、加入者端末及びアッテネータ(ATT1 及び

ATT2)で構成している。 

基地局 BS、中継局 BSともにセクタ設定(30sub channelの内、異なる 10 sub channel 

を使用)とする。 

中継局 BSからの DL信号(干渉波)を CPE端に回り込ませて ATT1で干渉波レベルを調 

節する。 

 

 
CPE 基地局 

BS 

加入者端末 
+ 

D 

U 
ATT1 

ATT2 
中継 

BS 

中継局 
sector 2 設定 sector 1 設定 

 

 

図４-８２ 試験構成概略図 

 

【参考】セグメント化について 

セグメント化の説明図は、図４-８３のとおりである。 

セグメント化とは、グループ分けされた OFDMAのサブキャリアを使用すること

で、隣接する基地局同士の干渉を回避する機能をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-８３ セグメント化の説明図 

セグメント化 ：送信するサブキャリアをグループ分けして干渉を回避

1/3にサブキャリアを分割

セグメント化

セグメント化なし

セグメントa

セグメントb

セグメントc
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  イ．試験内容 

図４-８２の ATT1を変化させることにより、中継局の回り込み波(干渉波)の信号レ

ベルを変化させて、UDPスループットと TCPスループットをそれぞれ測定する。 

 

  ウ．試験結果 

 （ア）D/Uと UDPスループットの関係 

64QAM2/3 の D/U と UDP スループットの関係は、図４-８４及び表４-４９のとおり

である。 

基地局 BSと中継局 BSで異なる sub channelを使用しているため干渉の影響が全く

ないことが分かる。 

しかし、今回はセクタ設定(30sub channelの内、異なる 10sub channel使用)した

ことから、オムニ設定(全ての subchannelを使用)した場合と比較してスループット

が 3分の 1となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-８４  D/Uと UDPスループットの関係 

 

表４-４９  D/Uと UDPスループットの関係 

D/U[dB] 
Throughput 
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35.5 4.33 

30.5 4.33 

26.0 4.33 

21.0 4.33 

17.0 4.33 

5.5 4.33 

-1.0 4.33 

 

0

1

2

3

4

5

-10 0 10 20 30 40

D/U[dB]

T
h
ro

u
gh

pu
t[

M
bp

s]



 

89 

 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）D/Uと TCPスループットの関係 

64QAM2/3 の D/U と TCP スループットの関係は、図４-８５及び表４-５０のとおり

である。 

UDPスループットと同様に、基地局 BSと中継局 BSで異なる sub channelを使用し

ているため干渉の影響が全くないことが分かる。 

しかし、今回はセクタ設定(30sub channelの内、異なる 10sub channel使用)した

ことから、オムニ設定(全ての subchannelを使用)した場合と比較してスループット

が 3分の 1となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-８５  D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

表４-５０  D/Uと TCPスループットの関係 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 

35.5 3.80 

30.5 3.80 

26.0 3.80 

21.0 3.80 

17.0 3.80 
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-1.0 3.80 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 ②実環境試験 

  ア．試験構成 

試験構成概略図は、図４-８６のとおりである。 

（１）節の中継局置局のための所要 D/U（36ページ）で確認したように、中継局の

ドナー側アンテナでは、基地局からの希望波と中継局で再送信した信号波(干渉波)を

受信することになり、受信品質が劣化する。 

本試験では、基地局波と中継局波で異なる OFDMA サブキャリアを使用する。地域

WiMAXには 10MHzの帯域が割り当てられているが、サブキャリア分割することにより、

10MHz の帯域を 3 つの帯域に分割することになる。このうち 2 帯域を基地局と中継局

で使用するために、干渉が発生しないと考えられる。ただし、帯域を 3分割するので、

最大スループットは 10MHz帯域を使用時の 3分の 1に低下する。 

本試験の目的は、基地局波と中継局波で異なる OFDMAサブキャリアを使用した場合

の干渉回避について検討する。 

 

CPE 基地局 

BS 

中継 

BS 

中継局 

 

sector2設定 

 

sector1設定 

希望波 

干渉波 

 

図４-８６ 試験構成概略図 

 

  イ．試験内容 

中継局サービス側アンテナの試験条件は、表４-５１のとおり 1パターンに固定す 

る。 

セグメント化しない場合には、スループットが低下するような D/Uを 1ヶ所決めて

測定する。 

中継局ドナー側アンテナの試験条件は、表４-５２のとおりである。 

また、各試験条件のアンテナ配置は、図４-８７のとおりである。 

測定項目は、表４-５３のとおりである。 

 

表４-５１ サービス側アンテナの試験条件 

条件 離隔[m] 方向・方位角 チルト[°] 偏波 

1 18.5 東 90°(基地局 BSと干渉する方向) 0 V 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

表４-５２ ドナー側アンテナの試験条件 

 

 

 

 

 

1.3m 高 

10.7m 

3.3m 

1.7m 

9.8m 

8.0m 

5.7m 

11.0m 

1.7m 1.7m 

18.5m 

ドナー側アンテナ 

方位:110° 

神楽市民交流センター方向 

 

 ペントハウス 

高さ2.9m 

サービス側アンテナ 

方位:90° 

CPE 

設置場所 基地局波 
(希望波) 

中継局波 
(干渉波) 

1F 玄関 

 
 

図４-８７ 神居支所屋上配置図 

 

 

表４-５３ 測定項目 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、TCPスループット 

4 ping RTT 

 

 

 

 

方向(方位角) チルト[°] 偏波 

東(110°) 0 V 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （ア）アンテナ間結合量の測定方法 

アンテナ間結合量の測定方法は、図４-８８及び図４-８９のとおりである。 

① アッテネータ(ATT)を介して中継局 BS とスペクトラムアナライザを接続し、

スペクトラムアナライザで送信電力を測定する。 

② 測定した値から ATTの値を差し引いて、中継局 BSのアンテナ端子での送信電

力を求める。 

③ 実環境にて中継局 BSからの回り込み波の受信電力を CPEと同じ場所において

スペクトラムアナライザで測定する。スペクトラムアナライザには、CPEで使用

しているアンテナと同一のものを接続する。 

④ ③で測定した受信電力から②で測定した送信電力を差し引いた値が、アンテ

ナ間結合量となる。 

 

 スペクトラム 

アナライザ 

中継 

BS 
ATT 

 

図４-８８ 送信電力の測定 

 

 

CPE 中継 

BS 

回り込み波 

 

神居支所屋上 

スペクトラム 

アナライザ 

 

図４-８９ 回り込み波の測定 
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 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

 （イ）D/Uの測定方法 

D/Uの測定方法は、図４-９０のとおりである。 

① 基地局波(希望波)のみを送信して、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナ

ライザで受信電力を測定する。スペクトラムアナライザには、CPEで使用してい

るアンテナと同一のものを接続する。 

② 中継局波(干渉波)のみを送信して、CPEと同じ場所においてスペクトラムアナ

ライザで受信電力を測定する。スペクトラムアナライザには、CPE で使用して

いるアンテナと同一のものを接続する。 

③ 希望波の受信電力と干渉波の受信電力の差分が D/Uとなる。 

 

スペクトラム 

アナライザ 

基地局 

BS 

中継 

BS 

基地局波のみ送信(希望波) 中継局波のみ送信(干渉波) 

CPE 

 

図４-９０ D/Uの測定方法 

 

 

 （ウ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から加入者端末へパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

 

 

 （エ）ping RTTの測定方法 

加入者端末から基地局へ pingを打って、50回の平均時間を記録する。 

 

 

 

 

 

 



 

94 

 ４－３ 実証試験結果(再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）アンテナ間結合量 

サービス側アンテナの試験条件は、表４-５４のとおりである。 

（２）アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による干渉への影響（52ページ）の条件

④(東 90°)の状態で試験した結果、アンテナ間結合量は、91.9dBである。 

 

表４-５４ サービス側アンテナの試験条件 

条件 

番号 
離隔[m] 

方向 

(方位角) 
チルト[°] 偏波 

中継局 BS 

送信電力[dBm] 
変化パラメータ 

④ 18.5 東(90°) 0 V 14 方向 

 

 

 （イ）D/U、スループット、ping RTT 

D/U、スループット、ping RTTの関係は、表４-５５のとおりである。 

サブキャリア分割の効果を確認するために、中継局BSの送信電力を大きくして D/U

を劣化させた状態でスループット等を測定した。 

 

表４-５５  D/U、スループット、ping RTT 

D/U 

[dB] 

TCP Throughput 

[Mbps] 

UDP Throughput 

[Mbps] 

ping RTT 

[ms] 

5.1 3.82 4.33 104 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

（１）中継局置局のための所要 D/U 

 ①インハウス試験 

  ア．試験構成 

 （ア）ICS機能を搭載している中継装置（ICSあり） 

試験構成概略図は、図４-９１のとおりである。 

レピータの送信波が受信端に回り込む場合を想定しており、基地局、WiMAXレピー

タ、加入者端末及びアッテネータ(ATT)で構成している。 

今回の試験で使用するレピータの遅延時間は、4μs以下である。 

 

 

WiMAX 

ICSレピータ 

基地局 

BS 

加入者端末 
+ 

D 

U 
ATT1 

ATT2 

ドナー側 

アンテナ端子 

サービス側 

アンテナ端子 
 

図４-９１ 試験構成概略図(ICSあり) 

 

 （イ）ICS機能を搭載していない中継装置（ICSなし） 

今回の試験では、ICS機能を搭載していない機器を使用してのデータ取得ができな

いため、図４-９２のとおり、ICS機能を搭載していない機器を模擬したシステム(以

下「ICSなし」という。)を構築して特性を取得する。 

レピータ内での遅延時間は、韓国 Wibroレピータの値を参考に 2μsとした。 

 

 

基地局 

BS 

加入者端末 
+ 

D 

U 
ATT1 

ATT2 

gain=0dB 

Delay 2μs 

増幅器 

 

図４-９２ 試験構成概略図(ICSなし) 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

  イ．試験内容 

 （ア）ICSあり 

ドナー側アンテナが D/U の規定点であり、サービス側アンテナから送信される信

号のレベルをアッテネータで調節することにより、D/Uを変化させてスループットを

測定する。 

 

 （イ）ICSなし 

ICSなし模擬装置の入力端が D/Uの規定点であり、出力端からから送信される 2μ

秒の遅延を持って出力される信号のレベルをアッテネータで調節することにより、

D/Uを変化させてスループットを測定する。 

 

  ウ．試験結果 

 （ア）ICSあり 

   a．D/Uと UDPスループットの関係 

ICSありの場合の D/Uと UDPスループットの関係は、図４-９３及び表４-５６のと

おりである。 

ICSありの場合には、D/Uがマイナスの領域でも回り込み波を除去するために安定

に動作し続けている。今回の試験では、-17.6dBが動作限界であること確認した(*)。 

この限界点は、変調方式には依存せずに、D/U値に依存している。限界点を超える

とレピータは発振防止のために保護動作状態となり、無線リンクが切断される。 

無線リンクが切断されるとスループットが測定できないが、図４-９３のグラフで

は動作の説明上、スループットが 0になる点を表示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-９３ D/Uと UDPスループットの関係(ICSあり) 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-５６  D/Uと UDPスループットの関係(ICSあり) 

64QAM2/3 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 

30.0 13.2 

20.0 13.2 

10.0 13.2 

5.0 13.2 

0 13.2 

-5.0 13.2 

-10.0 13.2 

-15.0 13.2 

-17.6 13.2 

-18.0 0 

 

 

   b．D/Uと TCPスループットの関係 

ICSありの場合の D/Uと TCPスループットの関係は、図４-９４及び表４-５７のと

おりである。 

TCPスループットも UDPスループットと同様の特性を示すことが確認できた。無線

リンクが切断されるとスループットが測定できないが、図４-９４のグラフでは動作

の説明上、スループットが 0になる点を表示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-９４ D/Uと TCPスループットの関係(ICSあり) 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-５７  D/Uと TCPスループットの関係(ICSあり) 

64QAM2/3 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 

30.0 12.7 

20.0 12.7 

10.0 12.7 

5.0 12.7 

0 12.7 

-5.0 12.7 

-10.0 12.7 

-15.0 12.7 

-17.6 12.7 

-18.0 0 

 

 

(*)ラボ環境下(Direct Feedbackのみのケース)でのメーカ動作保証値（許容 D/U）

は -10dB であるが、今回は実証試験という位置づけのため、D/U を更に劣化させて

動作限界を確認した。 

評価に使用した詳細な構成図は、図４-９５のとおりである。これは図４-９１を詳

細に示した図である。 

また、実運用時(Fieldにおける Multi-Path Feedbackケース)におけるメーカ推奨

D/U値は、0dBである。 
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図４-９５ ICSレピータ動作確認系構成図 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

   c．D/Uと ping RTT の関係 

図４-９６により加入者端末から基地局へ pingを打った際の 4回平均の RTTは、図

４-９７及び表４-５８のとおりである。 

非再生レピータは、RF信号を増幅して再送信する装置であるために、IPパケット

である pingに応答する機能はない。 

そのため、加入者端末と基地局間の pingを確認すると、通常の基地局と加入者端

末間で観測される RTTと同程度であることが確認できた。 
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図４-９６ ping RTT試験構成概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-９７ D/Uと ping RTTの関係 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）ICSなし 

   a．D/Uと UDPスループットの関係 

ICSなしの場合の D/Uと UDPスループットの関係は、図４-９８及び表４-５９のと

おりである。 

今回の試験で使用した基地局は、伝送路の状態に応じて適応的に変調方式が切り

替わるために、D/Uが低下するに従って、スループットも低下している。 

D/U=5dBでパケットが流れないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-９８ D/Uと UDPスループットの関係(ICSなし) 

 

 

表４-５９  D/Uと UDPスループットの関係(ICSなし) 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 
 D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 
 D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 
 D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.0 13.90   13.0 10.20   10.0 5.09  7.0 2.93 

20.0 13.90   11.0 10.20   8.0 5.09  6.0 2.42 

17.0 13.90           

15.0 13.90           

14.0 12.70           
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

   b．D/Uと TCPスループットの関係 

ICSなしの場合の D/Uと TCPスループットの関係は、図４-９９及び表４-６０のと

おりである。 

今回の試験で使用した基地局は、伝送路の状態に応じて適応的に変調方式が切り

替わるために、D/Uが低下するに従って、スループットも低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-９９ D/Uと TCPスループットの関係(ICSなし) 

 

 

表４-６０  D/Uと TCPスループットの関係(ICSなし) 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 
 D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 
 D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 
 D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.0 13.30   13.0 9.80   10.0 4.90  7.0 1.80 

20.0 13.30   11.0 9.80   8.0 4.50  6.0 1.50 

17.0 13.30           

15.0 13.30           

14.0 12.20           
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

   c．D/Uと ping RTT の関係 

加入者端末から基地局へ ping を打った際の試験構成図は、図４-１００のとおり

である。 

4回平均の RTTは、図４-１０１及び表４-６１のとおりである。 

今回の試験では、ICSなしレピータを模擬する測定系を構築したが、非再生レピー

タは RF信号を増幅して再送信する装置であるために、IPパケットである pingに応答

する機能はない。そのため、加入者端末と基地局間の pingを確認した。 

D/U=10、20dBでは、通常の基地局と加入者端末間で観測される RTTと同程度であ 

ることが確認できた。 

しかし、D/U=6dBでは、約 2倍の時間を要している。これは、伝送路の状態が悪く

なり pingパケットが疎通する場合としない場合が発生するためと考えられる。 
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図４-１００ ping RTT試験構成概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１０１ D/Uと ping RTTの関係 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-６１ ping RTT 

D/U[dB] ping RTT [ms] 

20 109 

10 107 

6 192 

 

 

  エ．ICSありと ICSなしの関係 

ICS ありと ICSなしの D/U とスループットの関係は、図４-１０２のとおりである。 

グラフより 64QAM2/3 の D/U 差は最大 32dB(-17-15)である。 

D/U=-17dB は今回の試験で得られた値であり、ラボ環境下でのメーカ動作保証値は

-10dBまでである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１０２  D/Uとスループットの関係(ICSあり＆なし) 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 ②実環境試験 

  ア．試験構成 

今回の非再生中継方式の実環境試験においては、ICS 機能を搭載している中継装置

を使用して測定する。 

試験構成概略図は、図４-１０３のとおりである。 

中継局ではサービス側アンテナからの送信波がドナー側アンテナに回り込むこと

が考えられる。この回り込み波が基地局 BS から中継局への通信に干渉波として影響

を与えることになる。 

本試験の目的は、レピータゲインを変化させて、ドナー側アンテナへの回り込み波

の干渉によるスループット等の影響について検討する。 

 

 

WiMAX 

ICSレピータ 

基地局 

BS 

加入者端末 

回り込み波 

 
 

サービス側アンテナ 

 

ドナー側アンテナ  

図４-１０３ 試験構成概略図 

 

  イ．試験内容 

中継局サービス側アンテナの条件は、表４-６２のとおりである。 

また、ドナー側アンテナの条件は、表４-６３のとおりである。 

サービス側及びドナー側ともにアンテナの試験条件は一定として、レピータのゲイ

ンのみを変化させることにより、回り込み波の干渉量を変化させる。アンテナ配置は、

図４-１０４のとおりである。 

各条件において、1ヶ所場所を決めて、表４-６４の項目を測定する。この場所は基

地局からの干渉の影響を受けず、中継局の信号のみ受信できる神居支所入り口付近と

する。 

 

表４-６２ サービス側アンテナの試験条件 

条件 離隔[m] 方向(方位角) チルト[°] 偏波 レピータゲイン[dB] 

1 10 北(350°) 0 V 72 

2 10 北(350°) 0 V 75 

3 10 北(350°) 0 V 80 

4 10 北(350°) 0 V 85 

5 10 北(350°) 0 V 90 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-６３ ドナー側アンテナの試験条件 
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 ペントハウス 

高さ2.9m 
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方位:110° 

神楽市民交流センター 

サービス側アンテナ 

方位:350° 

 

加入者端末 

(地上) 7m 

1F 玄関 

 
 

図４-１０４ 神居支所屋上アンテナ配置図 

 

 

表４-６４ 測定項目 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、TCPスループット 

4 ping RTT 

 

 

 

 

方向(方位角) チルト[°] 偏波 

東(110°) 0 V 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （ア）アンテナ間結合量の測定方法 

アンテナ間結合量の測定方法は、図４-１０５及び図４-１０６のとおりである。 

① アッテネータ(ATT1、ATT2)を介して信号源と ICSレピータとスペクトラムアナ

ライザを接続し、スペクトラムアナライザで送信電力を測定する。 

② 測定した値から ATT2 の値を差し引いて、ICS レピータのアンテナ端子での送

信電力を求める。 

③ 実環境にて、ICS レピータからの回り込み波の受信電力をドナー側アンテナ

(実際に使用するアンテナ)に接続したスペクトラムアナライザで測定する。 

④ ②で求めた送信電力から③で求めた受信電力を差し引いた値が、アンテナ間結

合量となる。 

 

 WiMAX 

ICSレピータ 

信号源 スペクトラム 

アナライザ 

送信電力を測定 

ATT1 ATT2 

 

図４-１０５ ICSレピータの送信電力の測定 
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ATT1 
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図４-１０６ ドナー側アンテナでの受信電力の測定 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）D/Uの測定方法 

D/Uの測定方法は、図４-１０７及び図４-１０８のとおりである。 

① 基地局波(希望波)のみを送信して、ドナー側アンテナに接続したスペクトラ

ムアナライザで受信電力を測定する。 

② 信号源と ICS レピータとを ATT1 を介して接続し、ICS レピータへの入力信号

が①で測定したレベルとなるように ATT1を調整する。 

③ 中継局波(干渉波)のみを送信して、スペクトラムアナライザで受信電力を測

定する。 

④ 希望波の受信電力と干渉波の受信電力の差分が D/Uとなる。 

 

 

スペクトラム 

アナライザ 

基地局 

BS 

基地局波のみ送信(希望波) 

 

ドナー側アンテナ  

図４-１０７ 希望波の測定 
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基地局からの信号レベルと一致するように調整 

スペクトラム 

アナライザ 

受信電力を測定 

中継局波(干渉波) 

 

ATT1 

 
ドナー側アンテナ 

 

図４-１０８  干渉波の測定 

 （ウ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から非再生中継局経由で加入者端末へパケットを送信して、DL スループッ

トを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

 

 （エ）ping RTTの測定方法 

加入者端末から基地局へ pingを打って、50回の平均時間を記録する。 



 

108 

 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）レピータゲインとアンテナ間結合量の関係 

レピータゲインとアンテナ間結合量の関係は、図４-１０９及び表４-６５のとお

りである。 

アンテナ条件を変化させていないので、アンテナ間結合量は、空間での損失のみ

となる。このため、レピータゲインを変化させてもアンテナ間結合量は変化しない

ことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１０９ レピータゲインとアンテナ間結合量の関係 

 

 

表４-６５ レピータゲインとアンテナ間結合量の関係 

レピータゲイン[dB] アンテナ間結合量[dB] 

72 86.9 

75 86.5 

80 86.8 

85 86.7 

90 87.0 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）レピータゲインと D/Uの関係 

レピータゲインと D/Uの関係は、図４-１１０及び表４-６６のとおりである。 

レピータゲインが大きくなるにつれて D/Uが低下していることが分かる。 

これは、レピータゲインを大きくすることにより、回り込み波の信号レベルが大

きくなるためである。 

なお、レピータゲインとレピータ送信電力の関係は、表４-６７のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１１０ レピータゲインと D/Uの関係 

 

表４-６６ レピータゲインと D/Uの関係 

レピータゲイン[dB] 希望波 D[dBm] 干渉波 U[dBm] D/U[dB] 

72 -44.1  -70.9  26.8  

75 -44.1  -67.8  23.7  

80 -44.1  -63.1  19.0  

85 -44.1  -58.0  13.9  

90 -44.1  -53.2  9.1  

 

表４-６７ レピータゲインとレピータ送信電力の関係 

レピータゲイン[dB] レピータ送信電力 

72 15.8dBm（0.040W） 

75 18.8dBm（0.074W） 

80 23.8dBm（0.23W） 

85 28.8dBm（0.74W） 

90 33.8dBm（2.4W） 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （ウ）D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１１１及び表４-６８のとおりである。 

ICS機能を搭載したレピータを使用しているために、D/Uが低下してもスループッ

トは低下しないことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１１１ D/Uと UDPスループットの関係 

 

表４-６８  D/Uと UDPスループットの関係 

レピータゲイン[dB] D/U[dB] Throughput[Mbps] 

72 26.8 14.5 

75 23.7 14.5 

80 19.0 14.5 

85 13.9 14.5 

90 9.1 14.5 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （エ）D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-１１２及び表４-６９のとおりである。 

ICS機能を搭載したレピータを使用しているために、D/Uが低下してもスループッ

トは低下しないことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１１２ D/Uと TCPスループットの関係 

 

表４-６９  D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レピータゲイン[dB] D/U[dB] Throughput[Mbps] 

72 26.8 13.1 

75 23.7 13.5 

80 19.0 13.7 

85 13.9 13.8 

90 9.1 13.8 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （オ）D/Uと ping RTT の関係 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-１１３及び表４-７０のとおりである。 

非再生中継方式のため、装置内部での遅延時間が小さく、通常の基地局との通信

時の RTTと同等である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１１３ D/Uと ping RTTの関係 

 

 

表４-７０ D/Uと ping RTTの関係 

レピータゲイン[dB] D/U[dB] ping RTT[ms] 

72 26.8 104 

75 23.7 104 

80 19.0 105 

85 13.9 103 

90 9.1 103 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

（２）アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による干渉への影響 

 ①インハウス試験 

    本試験では、アンテナの離隔、方向等を変化させて干渉の影響を測定するための試験 

であることから、実環境においてのみ測定を実施し、インハウス試験については測定を

省略した。 

 

 ②実環境試験 

  ア．試験構成 

試験構成概略図は、図４-１１４のとおりである。 

中継局では、サービス側アンテナからの送信波がドナー側アンテナに回り込むこと

が考えられる。この回り込み波が基地局 BS から中継局への通信に干渉波として影響

を与えることになる。 

本試験の目的は、中継局サービス側アンテナの離隔・方向等を変化させて、ドナー

側アンテナへの回り込み波の干渉によるスループット等の影響について検討する。 

 

基地局 

BS 

加入者端末 WiMAX 

ICSレピータ 

 

アンテナの離隔・方向等を変化させる 

回り込み波 

 
 

ドナー側アンテナ 

 

サービス側アンテナ 

  

図４-１１４ 試験構成概略図 

 

 

  イ．試験内容 

中継局サービス側アンテナの条件は表４-７１のとおりであり、ドナー側アンテナ

の条件は、表４-７２のとおりである。 

また、各試験条件のアンテナ配置は、図４-１１５のとおりである。 

レピータゲインは、72dBとする。 

各条件において、1ヶ所場所を決めて、表４-７３の項目を測定する。この場所は基

地局からの干渉を排除するため、中継局の信号のみ受信できる場所（神居支所入り口

付近）とする。 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-７１ サービス側アンテナの試験条件 

条件番号 変化パラメータ 離隔[m] 方向 チルト[°] 偏波 

① 基準 10 北(350°) 0 V 

② 偏波 10 北(350°) 0 H 

③ 方向 10 東(90°) 0 V 

④ チルト 10 北(350°) 10(下向き) V 

⑤ 離隔 ANT間隔-遠 18.5 北(350°) 0 V 

⑥ 離隔 ANT間隔-近 0 北(350°) 0 V 

⑦ ドナーANT 狭ビーム 0 北(350°) 0 V 

 条件番号⑥及び⑦は 1つのポールに背中合わせで設置 

 

表４-７２ ドナー側アンテナの試験条件 

条件番号 方向(方位角) チルト[°] 偏波 アンテナビーム角 

①-⑥ 東(110°) 0 V 65° 

⑦ 東(110°) 0 V 10° 
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図４-１１５ 神居支所屋上アンテナ配置図 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-７３ 測定項目 

 

 

 

 

 

 

 （ア）アンテナ間結合量の測定方法 

    アンテナ間結合量の測定方法は、図４-１１６及び図４-１１７のとおりである。 

① アッテネータ(ATT1、 ATT2)を介して信号源と ICSレピータとスペクトラムア

ナライザを接続し、スペクトラムアナライザで送信電力を測定する。 

② 測定した値から ATT2 の値を差し引いて、ICS レピータのアンテナ端子での送

信電力を求める。 

③ 実環境にて、ICS レピータからの回り込み波の受信電力をドナー側アンテナ

(実際に使用するアンテナ)に接続したスペクトラムアナライザで測定する。 

④ ②で求めた送信電力から③で求めた受信電力を差し引いた値が、アンテナ間結

合量となる。 

 WiMAX 

ICSレピータ 

信号源 スペクトラム 

アナライザ 

送信電力を観測 

ATT1 ATT2 

 

図４-１１６  ICSレピータの送信電力の測定 
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回り込み波 
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神居支所屋上 
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図４-１１７ 実環境での測定 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、TCPスループット 

4 ping RTT 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）D/Uの測定方法 

D/Uの測定方法は、図４-１１８及び図４-１１９のとおりである。 

① 基地局波(希望波)のみを送信して、ドナー側アンテナに接続したスペクトラ

ムアナライザで受信電力を測定する。 

② 信号源と ICS レピータとを ATT1 を介して接続し、ICS レピータへの入力信号

が①で測定したレベルとなるように ATT1を調整する。 

③ 中継局波(干渉波)のみを送信して、スペクトラムアナライザで受信電力を測

定する。 

④ 希望波の受信電力と干渉波の受信電力の差分が D/Uとなる。 

 

 

スペクトラム 

アナライザ 

基地局 

BS 

基地局波のみ送信(希望波) 

 

ドナーアンテナ  

図４-１１８ 希望波の測定 
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基地局からの信号レベルと一致するように調整 
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中継局波(干渉波) 

 

ATT1 

 
ドナーアンテナ 

 

図４-１１９  干渉波の測定 

 

 （ウ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から加入者端末へパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

 

 （エ）ping RTTの測定方法 

加入者端末から基地局へ pingを打って、50回の平均時間を記録する。 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）アンテナ条件とアンテナ間結合量の関係 

アンテナ条件とアンテナ間結合量の関係は、図４-１２０及び表４-７４のとおり

である。 

基準とした離隔 10m に対して、離隔 18.5m と H 偏波の場合にアンテナ間結合量が

向上している。一方、チルト、東向き、離隔 0mの場合にアンテナ間結合量が小さく

なっている。 

狭ビームアンテナは、離隔 0m で設置しているので、⑥離隔 0m と比較すると、ア

ンテナ間結合量は、9dB向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１２０ アンテナ条件とアンテナ間結合量の関係 

 

 

表４-７４ アンテナ条件とアンテナ間結合量の関係 

条件番号 アンテナ条件 
アンテナ間結合量 

[dB] 

基準との差 

[dB] 

① 基準(離隔 10.0m) 86.9  - 

② H偏波 88.6  1.7  

③ アンテナ方向 東 79.9  -7.0  

④ チルト角下向き 10° 85.0  -1.9  

⑤ 離隔 18.5m 92.9  6.0  

⑥ 離隔 0m 72.8  -14.1  

⑦ 狭ビーム(離隔 0m) 81.8  -5.1(*)  

(*)⑦狹ビームと⑥離隔 0mの差は 9dB 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）アンテナ条件と D/Uの関係 

アンテナ条件と D/Uの関係は、図４-１２１及び表４-７５のとおりである。 

基準とした離隔 10mに対して、離隔 18.5mと H偏波の場合に D/Uが向上している。 

一方、チルト、東向き、離隔 0mの場合に D/Uが劣化している。 

狭ビームアンテナは、離隔 0mで設置しているので、⑥離隔 0mと比較すると、D/U

は、9dB向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１２１  アンテナ条件と D/Uの関係 

 

 

表４-７５ アンテナ条件と D/Uの関係 

条件番号 アンテナ条件 D/U[dB] 基準との差[dB] 

① 基準(離隔 10.0m) 26.8 － 

② H偏波 28.1 1.3 

③ アンテナ方向 東 19.4 -7.4 

④ チルト角下向き 10° 24.5 -2.3 

⑤ 離隔 18.5m 32.4 5.6 

⑥ 離隔 0m 12.3 -14.5 

⑦ 狭ビーム(離隔 0m) 21.3 -5.5(*) 

       (*)⑦狭ビームと⑥離隔 0mとの差は 9dB 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （ウ）D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１２２及び表４-７６のとおりである。 

ICS機能を搭載したレピータを使用しているために、回り込み波がキャンセルされ

て、いずれの条件でも 14Mbps程度のスループットが得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１２２ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-７６ D/Uと UDPスループットの関係 

条件番号 アンテナ条件 
Throughput 

[Mbps] 
D/U[dB] 

① 基準(離隔 10.0m) 14.5 26.8 

② H偏波 14.5 28.1 

③ アンテナ方向 東 14.5 19.4 

④ チルト角下向き 10° 14.4 24.5 

⑤ 離隔 18.5m 14.5 32.4 

⑥ 離隔 0m 14.4 12.3 

⑦ 狭ビーム(離隔 0m) 14.5 21.3 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （エ）D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-１２３及び表４-７７のとおりである。 

ICS機能を搭載したレピータを使用しているために、回り込み波がキャンセルされ

て、いずれの条件でも 13Mbps程度のスループットが得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１２３ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

表４-７７ D/Uと TCPスループットの関係 

条件番号 アンテナ条件 
Throughput 

[Mbps] 
D/U[dB] 

① 基準(離隔 10.0m) 13.1 26.8 

② H偏波 13.1 28.1 

③ アンテナ方向 東 13.8 19.4 

④ チルト角下向き 10° 13.3 24.5 

⑤ 離隔 18.5m 13.8 32.4 

⑥ 離隔 0m 13.1 12.3 

⑦ 狭ビーム(離隔 0m) 13.7 21.3 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （オ）D/Uと ping RTT の関係 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-１２４及び表４-７８のとおりである。 

いずれの条件でも、遅延時間は 100ms程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１２４  D/Uと ping RTTの関係 

 

 

表４-７８ D/Uと ping RTTの関係 

条件番号 アンテナ条件 ping RTT[ms] D/U[dB] 

① 基準(離隔 10.0m) 104 26.8 

② H偏波 104 28.1 

③ アンテナ方向 東 100 19.4 

④ チルト角下向き 10° 102 24.5 

⑤ 離隔 18.5m 105 32.4 

⑥ 離隔 0m 112 12.3 

⑦ 狭ビーム(離隔 0m) 109 21.3 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

（３）加入者端末の通信状況における実用性の検証 

 ①インハウス試験 

  ア．試験構成 

 （ア）中継局の下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

   a．ICSあり 

試験構成概略図は、図４-１２５のとおりである。 

基地局、WiMAXレピータ、加入者端末及びアッテネータ(ATT)で構成している。 

本試験では、基地局からの信号が加入者端末へ回り込んでくる場合を想定してい

る。 

 

WiMAX 
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加入者端末 

+ 
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ATT2 

ドナー側 

アンテナ端子 

サービス側 

アンテナ端子 
 

図４-１２５ 試験構成概略図(ICSあり) 

 

   b．ICSなし 

ICSありと同様に、基地局からの信号が加入者端末へ回り込んでくる場合を想定し

ている。 

今回の試験では、ICS機能を搭載していない機器を使用してのデータ取得ができな

いため、図４-１２６のとおり、ICS 機能を搭載していない機器を模擬したシステム

を構築して特性を取得する。 

レピータ内での遅延時間は、韓国 Wibroレピータの値を参考に 2μsとした。 
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図４-１２６ 試験構成概略図(ICSなし) 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）中継局の上り信号(UL)が加入者端末の UL に干渉する場合 

本試験は、ICSなしでのインハウス試験のみ実施する。 

今回の試験では、ICS機能を搭載していない機器を使用してのデータ取得ができな

いため、図４-１２７のとおり、ICS 機能を搭載していない機器を模擬したシステム

を構築して特性を取得する。 

レピータ内での遅延時間は、韓国 Wibroレピータの値を参考に 2μsとした。 

なお、測定系全景は、図４-１２８のとおりである。 
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図４-１２７ 試験構成概略図 

 

 

 

 

図４-１２８ 測定系全景 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

  イ．試験内容 

 （ア）中継局の下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

   a．ICSあり 

加入者端末のアンテナ端が D/Uの規定点であり、基地局 BSからの下り信号レベル

をアッテネータで調節することにより、D/U を変化させてスループットと ping RTT

を測定する。 

 

   b．ICSなし 

ICS ありと同様に加入者端末のアンテナ端が D/U の規定点であり、基地局 BS から

の下り信号レベルをアッテネータで調節することにより、D/Uを変化させてスループ

ットと ping RTTを測定する。 

 

 （イ）中継局の上り信号(UL)が加入者端末の UL に干渉する場合 

サービス側アンテナ端(図４-１２７ 増幅器の入力側)が D/Uの規定点であり、基

地局 BS への上り信号レベルをアッテネータで調節することにより、D/U を変化させ

てスループットと ping RTTを測定する。 

 

 （ウ）D/Uの測定方法 

加入者端末で測定した希望波(D)、干渉波(U)の受信電力の差を D/Uとする。 

 

 （エ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から CPEへパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

また、参考データとして基地局から加入者端末への DLスループットも測定する。 

 

 （オ）ping RTTの測定方法 

試験構成概略図は、図４-１２９及び図４-１３０のとおりである。 

非再生レピータは RF信号を増幅して再送信する装置であるために、IPパケットで

ある pingに応答する機能はない。そのため、加入者端末から基地局への pingを確認

する。 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 
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図４-１２９  ping RTT試験構成概略図(ICSあり) 
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図４-１３０  ping RTT試験構成概略図(ICSなし) 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）中継局の下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

   a．D/Uと UDPスループットの関係 

ICSありと ICSなしの D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１３１、表４-７９

及び表４-８０のとおりである。 

D/Uが低下するに従って、スループットも低下する。D/U=0dB付近で最もスループ

ットが低下するが、D/U が 0dB から-10dB へ推移するにつれて、レピータからではな

く、基地局からの信号が支配的となりスループットが向上している。 

また、ICSありと ICSなしとでは、D/Uとスループットの関係には大きな差はみら

れなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１３１  D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

表４-７９ D/Uと UDPスループットの関係(ICSあり) 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  16QAM3/4 
D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 
 

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 
 

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 
 

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.5 13.90   9.5 10.20   3.5 5.09  -5.5 9.51  

20.5 13.90   6.5 10.20   0.5 4.06  -8.5 10.20  

15.5 13.90      -2.5 3.18    

12.5 13.90           
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-８０ D/Uと UDPスループットの関係(ICSなし) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  16QAM3/4  64QAM2/3 
D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.5 13.90   6.5 7.45  0.5 1.36  -2.5 6.74  -8.5 13.00  

20.5 13.90   3.5 7.15     -5.5 7.65    

15.5 13.90              

12.5 13.90              

9.5 13.90              
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

   b．D/Uと TCPスループットの関係 

ICSありと ICSなしの D/Uと TCPスループットの関係は、図４-１３２、表４-８１

及び表４-８２のとおりである。 

D/U=0dB 付近(実線の途切れた部分)は TCP パケットが通らず測定不能であったが、

UDPスループットと同等の結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１３２  D/Uと TCPスループットの関係 

 

表４-８１ D/Uと TCPスループットの関係(ICSあり) 

 

表４-８２ D/Uと TCPスループットの関係(ICSなし) 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  16QAM3/4  64QAM2/3 
D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

 D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.0 12.90   9.0 9.82   3.5 1.32  -6.0 9.75  -9.0 12.60  

20.0 12.90   6.0 9.78           

15.0 12.70              

12.0 11.80              

              

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  16QAM3/4  64QAM2/3 

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  
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[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.5 13.30   6.5 7.10  - -  -2.5 6.40  -8.5 12.50  

20.5 13.30  3.5 6.90      -5.5 7.30    

15.5 13.30             

12.5 13.30             

9.5 13.30             
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

   c．D/Uと ping RTT の関係 

加入者端末から基地局へ pingを打った際の 4回平均の ping RTTは、図４-１３３

及び表４-８３のとおりである。 

通常の基地局と加入者端末間で観測される ping RTTと同程度である。 

また、ICSありと ICSなしとでは、ping RTTには大きな差はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１３３ D/Uと ping RTTの関係 

 

 

表４-８３ D/Uと ping RTTの関係 

D/U[dB] ping RTT[ms] 
ICSあり 

ping RTT[ms] 
ICSなし 

20.5 107 105 

9.5 109 104 

0.5 104 111 

-8.5 102 104 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）中継局の上り信号(UL)が加入者端末の UL に干渉する場合 

   a．D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１３４及び表４-８４のとおりである。 

D/Uが 6.5dBまでは、スループットが安定している。これは、非再生中継方式であ

るため干渉波の遅延量が、シンボルの許容遅延時間以内であり、シンボル間干渉に

よる影響が尐ないためと考えられる。 

今回は、インハウス試験のみを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１３４ D/Uと UDPスループットの関係 

 

表４-８４ D/Uと UDPスループットの関係 

16QAM1/2  QPSK1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 
 D/U[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

25.5 3.23   4.5 0.09  

20.5 3.22     

15.5 3.23     

10.5 3.22     

6.5 3.23     

5.5 0.37     
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

   b．D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-１３５及び表４-８５のとおりである。 

UDPスループットと同様に、D/Uが 6dB程度までは、スループットが安定している

が、6.5dB 以下では、干渉波の影響により TCP レイヤーでの再送が発生し続け、TCP

がタイムアウトしたためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１３５  D/Uと TCPスループットの関係 

 

表４-８５ D/Uと TCPスループットの関係 

16QAM1/2 

D/U[dB] 
Throughput 

[Mbps] 

25.5 3.14  

20.5 3.14  

15.5 3.15  

10.5 3.14  

6.5 3.14  
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 ②実環境試験 

  ア．試験構成 

試験構成概略図は、図４-１３６のとおりである。 

基地局のサービスエリアと中継局のサービスエリアの境界付近では、中継局波と基

地局波が干渉することが予想される。この干渉により、中継局と加入者端末との通信

に影響を与えることになる。 

本試験の目的は、基地局波(干渉波)による中継局-加入者端末間の下り方向のスル

ープット等への影響について検討する。 
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基地局 

BS 
加入者端末  

サービス側アンテナ 

 

ドナー側アンテナ 

希望波 

 

干渉波 

 

 

図４-１３６ 試験構成概略図 

 

  イ．試験内容 

中継局サービス側アンテナの試験条件は、表４-８６のとおり 1 パターンに固定す

る。 

中継局ドナー側アンテナの試験条件は、表４-８７のとおりである。 

加入者端末は、図４-１３７のように神居支所屋上に設置し、レピータの送信電力

を 9通り変化させることにより、D/Uを変化させる。測定風景は、図４-１３８のとお

りである。 

測定項目は、表４-８８のとおりである。 

 

表４-８６ サービス側アンテナの試験条件 

条件 離隔[m] 方向 チルト[°] 偏波 

1 18.5 南西(255°) 0 V 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

表４-８７ ドナー側アンテナの試験条件 

 

 

 

 

1.3m 高 

10.7m 

3.3m 

1.7m 

9.8m 

8.0m 

5.7m 

11.0m 

1.7m 

1.7m 

18.5m 

ドナー側アンテナ 

方位:110° 

神楽市民交流センター方向 

 

サービス側アンテナ 

方位:255° 
加入者端末 

設置場所 

基地局からの信号 

(干渉波) 

 

 ペントハウス 

高さ2.9m 

1F 玄関 

 

図４-１３７ 神居支所屋上アンテナ配置図 

 

 

表４-８８ 測定項目 

項番 項目 

1 アンテナ間結合量 

2 D/U 

3 UDP、TCPスループット 

4 ping RTT 

 

 

方向(方位角) チルト[°] 偏波 

東(110°) 0 V 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

  

図４-１３８ 測定風景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

←加入者端末 

スペクトラムアナライザと 

      加入者端末→ 

↑加入者端末用 PCへ ←サービス側アンテナ 

スペクトラムアナライザ 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （ア）アンテナ間結合量の測定方法 

アンテナ間結合量の測定方法は、図４-１３９及び図４-１４０のとおりである。 

① アッテネータ(ATT1、ATT2)を介して信号源と ICSレピータとスペクトラムアナ

ライザを接続し、スペクトラムアナライザで送信電力を測定する。 

② 測定した値から ATT2 の値を差し引いて、ICS レピータのアンテナ端子での送

信電力を求める。 

③ 実環境にて、ICS レピータからの回り込み波の受信電力をドナー側アンテナ

(実際に使用するアンテナ)に接続したスペクトラムアナライザで測定する。 

④ ②で求めた送信電力から③で求めた受信電力を差し引いた値がアンテナ間結

合量となる。 

 

 WiMAX 

ICSレピータ 

信号源 スペクトラム 

アナライザ 

送信電力を測定 

ATT1 ATT2 

 

図４-１３９  ICSレピータの送信電力の測定 

 

 

 

 

 

 

 

        

WiMAX 

ICSレピータ 

信号源 スペクトラム 

アナライザ 

受信電力を測定 

回り込み波 

 

ATT1 

 

ドナー側アンテナ 

 

図４-１４０ 実環境での測定 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）D/Uの測定方法 

D/Uの測定方法は、図４-１４１及び図４-１４２のとおりである。 

① 基地局波(干渉波)のみを送信して、加入者端末とスペクトラムアナライザで

受信電力を測定する。 

② ①で測定した受信電力を参考に、D/U が-10dB から 25dB まで変化するように

中継局波(希望波)の送信電力を調節する。 

 

D/Uは、実際に通信する加入者端末の受信電力表示を基準とし、スペクトラムアナ

ライザでの測定値は参考データとする。 

 

 

 

スペクトラム 

アナライザ 

基地局 

BS 

基地局波のみ送信(干渉波) 

中継局(神居支所屋上) 

加入者端末 

 

図４-１４１  干渉波の測定(中継局) 

 

 

 

WiMAX 

ICSレピータ 
 

加入者端末での D/Uが-10から 25dBに 

なるように調整 

加入者端末 

中継局波(希望波) 

 

ATT1 

神居支所屋上 

基地局 

BS 

スペクトラム 
アナライザ 

 

図４-１４２ 希望波の測定(端末) 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （ウ）UDP、TCPスループットの測定方法 

スループット測定用ソフトウェア iperf を使用する。 

基地局から加入者端末へパケットを送信して DLスループットを測定する。 

パケット長は 1372byte、 測定時間は 30秒とする。 

 

 

 （エ）ping RTTの測定方法 

加入者端末から基地局へ pingを打って、50回の平均時間を記録する。 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

  ウ．試験結果 

 （ア）アンテナ間結合量 

図４-１３７のようにアンテナ離隔 18.5m、アンテナ方位 255°の際の、アンテナ間

結合量を測定した。 

ICS レピータの送信電力をスペクトラムアナライザで測定した結果は、図４-１４

３のとおりである。また、ドナー側アンテナを使用して、スペクトラムアナライザ

で測定した回り込み波の受信電力は、図４-１４４のとおりである。 

アンテナ間結合量は、中継局 BS の送信電力(10.6dBm)から回り込み波の受信電力

(-80.0dBm)を差し引くことにより求められ、90.6dBとなる。 

 

 

図４-１４３ ICSレピータの送信電力 

 

 

図４-１４４ 回り込み波の受信電力 
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （イ）D/Uと UDPスループットの関係 

D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１４５及び表４-８９のとおりである。 

D/Uが低下するに従って、スループットも低下する。D/U=0dB付近で最もスループ

ットが低下するが、D/Uが-10dBへ推移すると、レピータからではなく、基地局から

の信号が支配的となりスループットが向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１４５  D/Uと UDPスループットの関係 

 

表４-８９  D/Uと UDPスループットの関係 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  16QAM3/4 

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

26.00  14.50   15.00  10.80   5.00  5.42   -10.00  10.80  

20.00  14.50   10.00  10.80   3.00  5.42    

      0.00  5.42     

      -5.00  5.42     
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （ウ）D/Uと TCPスループットの関係 

D/Uと TCPスループットの関係は、図４-１４６及び表４-９０のとおりである。 

D/Uが低下するに従って、スループットも低下する。D/U=0dB付近で最もスループ

ットが低下するが、D/Uが-10dBへ推移すると、レピータからではなく、基地局から

の信号が支配的となりスループットが向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１４６  D/Uと TCPスループットの関係 

 

表４-９０  D/Uと TCPスループットの関係 

64QAM2/3  16QAM3/4  QPSK3/4  16QAM3/4 

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps]  

D/U 

[dB] 

Throughput 

[Mbps] 

26.00  13.80   15.00  10.40   5.00  5.20   -10.00  10.40  

20.00  13.40   10.00  10.40   3.00  1.60    

      0.00  0.85     

      -5.00  5.23     
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 ４－４ 実証試験結果(非再生中継方式) 

 （エ）D/Uと ping RTT の関係 

D/Uと ping RTTの関係は、図４-１４７及び表４-９１のとおりである。 

D/U=0dBで遅延時間が 200ms程度と長くなっているが、これは、干渉量が多いため

に MAC層での再送が発生していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１４７  D/Uと ping RTTの関係 

 

表４-９１  D/Uと ping RTTの関係 

D/U[dB] ping RTT[ms] 

20.0  112 

10.0  111 

0.0  213 

-5.0  113 

-10.0  105 
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 ４－５ 考察 

４－５ 考察 

（１）再生中継方式 

 ①中継局置局のための所要 D/U－インハウス試験と実環境試験の比較 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１４８とおりである。なお、インハウス試験

では、アンテナは使用せず、各装置間は RFケーブルで接続している。 

ドナー側アンテナ(CPEに内蔵)での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 中継 

BS 

中継局 

 

干渉波(U) 

 

 

ドナー側アンテナ 

D/U規定点 

サービス側アンテナ 

 

希望波(D) 

 

 

図４-１４８ D/Uの規定点 

インハウス試験と実環境試験の D/U と DL スループットの比較は図４-１４９及び図

４-１５０のとおりである。 

実環境試験での測定ポイントは尐ないものの、UDP、TCP ともにインハウス試験と実

環境試験で同等のスループットが得られていることが分かる。 

再生中継方式において干渉による劣化が発生しない条件は、今回の試験では、D/Uを

23dB 以上確保する必要がある。この値は、環境による試験系の不安定性が排除できる

インハウス試験の結果を基準にして求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１４９ D/Uと UDPスループットの関係 
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 ４－５ 考察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５０ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

また、D/Uと ping RTTの関係は、図４-１５１のとおりである。 

インハウス試験と実環境試験で、同等の RTTであることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５１ D/Uと ping RTTの関係 
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 ４－５ 考察 

 ②アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による干渉への影響 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１５２のとおりである。 

ドナー側アンテナ(CPEに内蔵)での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 中継 

BS 

中継局 

 

干渉波(U) 

 

 

ドナー側アンテナ 

D/U規定点 

サービス側アンテナ 

 

希望波(D) 

 

 

図４-１５２ D/Uの規定点 

 

アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による結果は、表４-９２のとおりである。 

 

表４-９２ アンテナ条件と各測定値との関係 

条件番号 アンテナ条件 
アンテナ間結合量 

[dB] 

D/U 

[dB] 

UDP 

Throughput 

[Mbps] 

TCP 

Throughput 

[Mbps] 

①  離隔 18.5m(基準) 109.6 27.1 13.4 12.7  

②  離隔 10m 96.4 13.9 5.0 4.8  

③  偏波 H 109.0 26.5 13.3 12.5  

④  東向き 90° 91.9 9.4 5.0 4.8  

⑤  チルト下向き 10° 104.8 22.3 13.4 12.6  

⑥  離隔 3m 90.0 7.5 3.3 3.2  

 

 

 

  ア．アンテナ離隔による影響 

    ドナー側アンテナとサービス側アンテナの離隔(3m、10m、18.5m)を変化させると、 

離隔が大きくなるにつれスループットが改善する。これは、離隔が大きくなると伝搬

損失が大きくなるため、干渉の影響をより受けにくくなるためである。 
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 ４－５ 考察 

  イ．アンテナの方向による影響 

サービス側アンテナを東に向けた場合に大きくスループットが低下したのは、ドナ

ー側アンテナの方向となり干渉の影響が大きくなったためと考えられる。(図４-１５

３) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５３  アンテナ方向による干渉の影響 

 

  ウ．アンテナのチルトによる影響 

    サービス側のアンテナのチルト角を下向きに設定した場合には、D/Uが 4.8dB劣化 

した。この原因としては、次のことが考えられる。 

・ アンテナの角度を変更することにより、アンテナ背面からの輻射量が変化した 

・ チルト角を下向きに設定したことにより、電波が地面方向に強く放射されるた

め、それに伴い地面からの反射波も強くなった 

 

  エ．アンテナ偏波面による影響 

    サービス側アンテナの偏波面を垂直/水平に変化させても、スループットへの影響は 

無かった。これは、ドナー側(CPE)のアンテナが、V と H を 45 度傾けた状態で実装さ

れており、偏波に対する影響を受けないためである。(図４-１５４) 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５４  再生中継方式の CPEアンテナ構造 

平面アンテナ
(45度傾いている)

ドナー側アンテナパターン 

サービス側アンテナパターン 

中継局(神居支所屋上) 

方向を東側に変更 

干渉の影響が大きくなった 
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 ４－５ 考察 

  オ．アンテナ条件と D/U、スループットの関係 

各アンテナ条件でのD/UとUDP、TCPスループットの関係は、図４-１５５及び図４-１

５６のとおりであり、インハウス試験で取得した D/Uとスループットの関係と概ね一

致することを確認した。 

また、UDPと TCPは、同等の特性であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５５ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５６ D/Uと TCPスループットの関係 

 

  カ．アンテナの高さ方向の離隔について 

今回の試験では、アンテナの高さ方向の離隔を変化させる試験は実施しなかったが、 

アンテナの高さを変えることにより、地面からの反射波による干渉量が変化し、また、

アンテナの指向特性を利用した干渉調整に効果が期待される。 
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 ４－５ 考察 

 ③加入者端末の通信状況における実用性の検証－インハウス試験と実環境試験の比較 

  ア．中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１５７のとおりである。 

加入者端末での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

 

CPE 基地局 

BS 

中継 

BS 

中継局 

中継局 BSからの希望波(D) 

基地局 BSからの干渉波(U) 

加入者端末 

D/U規定点 

 

図４-１５７ D/U規定点 

 

加入者端末の通信状況における実用性の検証試験(DL)において、インハウス試験と

実環境試験の加入者端末における D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１５９のと

おりである。 

測定場所は、79ページ 図４-７３のとおりである。 

インハウス試験と実環境試験で、同等のスループットが得られていることが分かる。 

スループットが低下するのは、加入者端末がサービス側アンテナでカバーするエリ

アから基地局のサービスエリアに近づくと、干渉の影響が大きくなるためである。(図

４-１５８) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５８  加入者端末の場所による干渉の影響 

 

中継局サービス側アンテナエリア

中継局(神居支所)

基地局(神楽市民交流センター)

基地局アンテナエリア

影響小さい

影響大きい

端末
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 ４－５ 考察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１５９  D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

また、D/Uと TCPスループットの関係は、図４-１６０のとおりである。 

TCP スループットもインハウス試験と実環境試験で、同等の特性であることを確認

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１６０  D/Uと TCPスループットの関係 
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 ４－５ 考察 

  イ．中継局 CPEの上り信号(UL)が加入者端末の ULに干渉する場合 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１６１のとおりである。 

中継局 BSアンテナ端での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

なお、インハウス試験では、アンテナは使用せず、各装置間は RF ケーブルで接続

している。 

 

 

CPE 基地局 

BS 

加入者端末 
中継 

BS 

中継局 

 

希望波(D) 干渉波(U) 

D/U規定点  

図４-１６１ D/U規定点 

 

加入者端末の通信状況における実用性の検証試験(UL)において、インハウス試験と

実環境試験の D/Uと UL UDPスループットの関係は、図４-１６２のとおりである。 

インハウス試験と実環境試験で概ね特性が一致していることが分かる。 

また、D/Uと TCPスループットの関係は、図４-１６３のとおりである。 

TCP スループットもインハウス試験と実環境試験で同等の特性であることを確認し

た。 

最大スループットを得るための所要 D/Uは、今回の試験では、20dB以上確保する必

要がある。 

なお、UL の最大スループットが 3.2Mbps であるのは、DL で使用できるスロット数

に比べて UL で使用できるスロット数が尐ない設定(実運用と同一の DL/UL 比 29:18)

としたことと、今回の試験で使用する装置の変調方式の上限が、DL が 64QAM2/3であ

るのに対して ULは 16QAM1/2としたためである。 
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図４-１６２  D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１６３  D/Uと TCPスループットの関係 
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 ４－５ 考察 

 ④サブキャリア分割(セグメント化)の有無による干渉回避の検証 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１６４のとおりである。 

なお、インハウス試験では、アンテナは使用せず、各装置間は RFケーブルで接続し

ている。 

ドナー側アンテナ(CPEに内蔵)での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

 

CPE 基地局 

BS 

中継 

BS 

中継局 

 

sector2設定 

 

sector1設定 

希望波(D) 

干渉波(U) 

D/U規定点  

図４-１６４ D/Uの規定点 

 

再生中継方式のサブキャリア分割(セグメント化)の有無による干渉回避の検証試験

において、インハウス試験と実環境試験の CPEにおける D/Uと DLスループットの比較

は、図４-１６５及び図４-１６６のとおりである。 

サブキャリア分割した場合、物理的な干渉が発生しないので、D/Uが悪い状態でもス

ループットの劣化が発生しない。ただし、最大スループットは、4.2Mbpsとサブキャリ

ア分割をしない場合のスループット(約 14Mbps)に対して 3分の 1の値となる。これは、

サブキャリア分割する際に、30サブチャネルの内、10サブチャネルを使用するためで

ある。 

実環境試験での D/U が小さいポイントでも、UDP、TCP ともにインハウス試験と実環

境試験で同等のスループットが得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１６５  D/Uと UDPスループットの関係 
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図４-１６６  D/Uと TCPスループットの関係 
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 ４－５ 考察 

（２）非再生中継方式 

 ①中継局置局のための所要 D/U－インハウス試験と実環境試験の比較 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１６７のとおりである。 

ドナー側アンテナでの希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

なお、インハウス試験では、アンテナは使用せず、各装置間は RFケーブルで接続し

ている。 

 

WiMAX 

ICSレピータ 
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加入者端末 

干渉波(U) 

 
 

サービス側アンテナ 

 

 

ドナー側アンテナ 

D/U規定点 

希望波(D) 

 

 

図４-１６７ D/Uの規定点 

 

ICSありのレピータを用いた加入者端末における D/Uと UDP、 TCPスループットの関

係は、図４-１６８及び図４-１６９のとおりである。 

ICSを搭載した中継装置のため、D/Uが悪い状態でもスループットの劣化は発生して

いない。 

実環境試験とインハウス試験では、同等のスループットが得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１６８ D/Uと UDPスループットの関係 
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図４-１６９ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
2
4
6
8

10
12
14
16

0 5 10 15 20 25 30

D/U[dB]

T
h
ro

u
gh

pu
t[

M
bp

s]

実環境試験

インハウス試験



 

155 

 ４－５ 考察 

 ②アンテナの離隔/方向/チルト/偏波による干渉への影響 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１７０のとおりである。 

ドナー側アンテナでの希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 
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ICSレピータ 

基地局 

BS 

加入者端末 

干渉波(U) 

 
 

サービス側アンテナ 

 

 

ドナー側アンテナ 

D/U規定点 

希望波(D) 

 

 

図４-１７０ D/Uの規定点 

 

非再生中継方式のアンテナの離隔/方向/チルト/偏波による結果は、表４-９３のとお

りである。 

 

表４-９３ アンテナ条件と各測定値との関係 

条件番号 アンテナ条件 
アンテナ間結合量 

[dB] 

D/U 

[dB] 

UDP 

Throughput 

[Mbps] 

TCP 

Throughput 

[Mbps] 

①  離隔 10.0m(基準) 86.9 26.8 14.5 13.1 

②  H偏波 88.6 28.1 14.5 13.1 

③  アンテナ方向 東 79.9 19.4 14.5 13.8 

④  チルト角下向き 10° 85.0 24.5 14.4 13.3 

⑤  離隔 18.5m 92.9 32.4 14.5 13.8 

⑥  離隔 0m ビーム 65° 72.8 12.3 14.4 13.1 

⑦  離隔 0m ビーム 10° 81.8 21.3 14.5 13.7 

 

 

 

  ア．アンテナ離隔による影響 

    ドナー側アンテナとサービス側アンテナの離隔(0m、10m、18.5m)を変化させると、 

離隔が大きくなるにつれ D/Uは向上する。これは、離隔が大きくなると伝搬損失が大

きくなるため、干渉の影響をより受けにくくなるためである。 

ただし、ICSが機能しているためスループットへの影響はない。 
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  イ．アンテナの方向による影響 

    サービス側アンテナを東に向けた場合に大きく D/Uが低下するのは、ドナー側アン 

テナの方向となるため干渉の影響が大きくなったためと考えられる。(図４-１７１) 

    ただし、ICSが機能しているためスループットへの影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１７１  アンテナ方向による干渉の影響 

 

  ウ．アンテナのチルトによる影響 

    サービス側のアンテナのチルト角を下向きに設定した場合には、D/Uが 2.3dB小さ 

くなった。この原因としては、次のことが考えられる。 

・ アンテナの角度を変更することにより、アンテナ背面からの輻射量が変化した 

・ チルト角を下向きに設定したことにより、電波が地面方向に強く放射されるた

め、それに伴い地面からの反射波も強くなった 

ただし、ICSが機能しているためスループットへの影響はない。 

 

サービス側アンテナパターン 

ドナー側アンテナパターン 

中継局(神居支所屋上) 

方向を東側に変更 

干渉の影響が大きくなった 
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  エ．アンテナのビームによる影響 

    ドナー側にビーム角 10°のアンテナを採用すると、アンテナ間の干渉の影響が低下 

するため、D/Uが 9dB改善している。 

ただし、ICSが機能しているためスループットへの影響はない。(図４-１７２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１７２  アンテナのビーム幅による干渉の影響 

サービス側アンテナパターン 

ドナー側アンテナパターン 

中継局(神居支所屋上) 

アンテナのビーム幅を狭くした 

干渉の影響が小さくなった 
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  オ．アンテナ条件と D/U、スループットの関係 

各アンテナ条件での D/U と UDP、TCP スループットの関係は、図４-１７３及び図

４-１７４のとおりであり、インハウス試験で取得した D/U とスループットの関係と

概ね一致することを確認した。なお、ICS が機能しているためスループットへの影響

はない。 

また、UDPと TCPは、同等の特性であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１７３ D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１７４ D/Uと TCPスループットの関係 

 

  カ．アンテナの高さ方向の離隔について 

    今回の試験では、アンテナの高さ方向の離隔を変化させる試験は実施しなかったが、 

アンテナの高さを変えることにより、地面からの反射波による干渉量が変化し、また、

アンテナの指向特性を利用した干渉調整に効果が期待される。 

ただし、ICSが機能しているためスループットへの影響はないと考えられる。 
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 ③加入者端末の通信状況における実用性の検証－インハウス試験と実環境試験の比較 

  ア．中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

本試験では、ICSありの場合のみ実施した。 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１７５のとおりである。 

加入者端末での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

なお、インハウス試験では、アンテナは使用せず、各装置間は RFケーブルで接続し

ている。 

 

 

WiMAX 

ICSレピータ 

基地局 

BS 
加入者端末  

サービス側アンテナ 

 

ドナー側アンテナ 

希望波(D) 

 

干渉波(U) 

 

 

D/U規定点 

 

 

図４-１７５ D/Uの規定点 

 

インハウス試験と実環境試験の加入者端末におけるのD/UとDLスループットの関係

は、図４-１７６及び図４-１７７のとおりである。 

UDP、TCP ともにスループット 10Mbps 付近で 5dB 程度の差があるものの、概ねイン

ハウス試験、実環境試験で同等の特性となっている。 

D/U=20dBであれば、最大のスループットが得られることが分かる。 

図４-１７７の TCPスループットのインハウス試験において、D/U=0dB付近は TCPパ

ケットが通らず測定不能であった。 

UDPに比べて TCPスループットの落ち込みが顕著なことから、D/U=0dB付近では、干

渉波の影響により TCPレイヤーの再送処理に時間がかかっていると推測される。 

D/U が 0dB 以下になると基地局側の信号が強くなることから、中継局ではなく基地

局と通信するようになるため、徐々にスループットが改善する。 
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図４-１７６  D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１７７  D/Uと TCPスループットの関係 
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 ４－５ 考察 

  イ．中継局の上り信号(UL)が加入者端末の UL に干渉する場合 

本試験における D/Uの規定点は、図４-１７８のとおりである。 

中継局 BSアンテナ端での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

本試験はインハウス試験のみ実施したので、アンテナは使用せず、各装置間は RF

ケーブルで接続している。 
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BS 

加入者端末 

 

希望波(D) 干渉波(U) 

D/U規定点 

WiMAX 

ICSレピータ 

 

図４-１７８ D/Uの規定点 

 

D/Uと ULスループットの関係は、図４-１７９及び図４-１８０のとおりである。 

D/U が 6.5dB までは、スループットが安定している。これは、非再生中継方式であ

るため干渉波の遅延量が、シンボルの許容遅延時間以内であり、シンボル間干渉によ

る影響が尐ないためと考えられる。D/U が 5dB 付近で急激にスループットが低下して

いるのは、ICSなしでの試験であるため、発振していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１７９ D/Uと UDPスループットの関係 
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図４-１８０ D/Uと TCPスループットの関係 

 

 ④非再生中継方式における ICSありと ICSなしの比較 

本試験における D/Uの想定する規定点は、図４-１８１のとおりである。 

ドナー側アンテナでの希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

なお、インハウス試験では、アンテナは使用せず、各装置間は RFケーブルで接続し

ている。 
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図４-１８１ D/Uの規定点 

 

非再生中継方式(ICS なし)のインハウス試験での D/U と UDP スループットの関係は、

図４-１８２のとおりである。 

また、非再生中継方式(ICS あり)の D/U と UDP スループットの関係は、図４-１８３

のとおりである。 

ICSなしの非再生中継では、今回の試験では、D/Uが 15dB以上で干渉の影響がなく、

最大スループットが得られている。ICS機能を搭載している装置を使用すると、干渉波

の影響が軽減されて D/U=0dBでも最大のスループットが得られることを確認した。 
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図４-１８２ D/Uと UDPスループットの関係(ICSなし) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１８３ D/Uと UDPスループットの関係(ICSあり) 
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 ４－５ 考察 

 ⑤ICSを搭載していない非再生中継方式を使用する際の留意点 

本試験における D/Uの想定する規定点は、図４-１８４のとおりである。 

ドナー側アンテナでの希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

なお、本試験では、インハウス試験のみ実施し、アンテナは使用せず、各装置間は

RFケーブルで接続している。 

 

WiMAX 

レピータ 

基地局 

BS 

加入者端末 

干渉波(U) 

 
 

サービス側アンテナ 

 

 

ドナー側アンテナ 

D/U規定点 

希望波(D) 

 

 

図４-１８４ D/Uの規定点 

 

インハウス試験で測定した ICSなしの場合の加入者端末における D/Uと DL UDPスル

ープットの関係と、実環境試験(離隔 10m)で測定したレピータゲインと D/U の関係は、

図４-１８５のとおりである。 

この図から、ICSなしの非再生中継方式を使用する際には、今回の条件では、離隔 10m

で、D/Uが 15dB以上確保できるため、レピータゲインを 80dBとしても最大のスループ

ットが得られることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１８５  D/Uと UDPスループットの関係 (ICSなし・レピータゲインを変化) 
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また、「アンテナの離隔等による干渉への影響」の結果から、今回の条件では、アンテ

ナ離隔を 18.5mかつ H偏波とすれば、D/Uを 6.9dB改善できるため、ICSなしの非再生中

継でレピータゲインを 90dB に設定しても最大のスループットが得られることがわかる

(図４-１８６参照)。さらに、狭ビームアンテナを使用することにより、今回の条件では、

D/Uが 9dB改善される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１８６  D/Uと UDPスループットの関係 (ICSなし・アンテナ離隔 18.5m & H偏波) 
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（３）再生中継方式と非再生中継方式の比較 

 ①再生中継方式と非再生中継方式(ICSなし)の比較 

本試験では、ドナー側アンテナでの希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

非再生中継方式（ICSなし）の D/Uと UDPスループットの関係は図４-１８７のとお 

りである。 

また、再生中継方式のD/UとUDPスループットの関係は図４-１８８のとおりである。 

非再生中継方式(ICSなし)と再生中継方式の D/Uとスループットの関係を比較すると、

最大のスループットが得られる D/Uは、今回の試験では、非再生中継方式の方が再生中

継方式よりも約 8dB低くなっている。これは、非再生中継方式の干渉波は、数μs程度

のシンボルの許容遅延時間以内の遅延であるため、シンボル間干渉による影響が小さい

と考えられる。 

一方、再生中継方式の再送信波は、100ms程度遅延するために、干渉の影響が大きく

なると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１８７ 非再生中継方式(ICSなし)の D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１８８ 再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係 
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 ②アンテナ条件の比較 

再生中継方式のアンテナ条件と各測定値との関係は、表４-９４のとおりである。 

また、非再生中継方式のアンテナ条件と各測定値との関係は、表４-９５のとおりで

ある。 

偏波面の変更以外は、再生中継方式、非再生中継方式いずれの場合も、アンテナ条件

を変更することによる特性の変化は同等である。 

偏波面を変更した場合に違いが生じているのは、ドナー側アンテナとして再生中継方

式では CPE内蔵のアンテナを用いているのに対し、非再生中継方式ではセクタアンテナ

を用いており、両者の指向特性が異なるためと考えられる。 

 

表４-９４ アンテナ条件と各測定値との関係(再生中継方式) 

条件番号 アンテナ条件 アンテナ間結合量[dB] 基準との差[dB] 

① 基準(離隔 18.5m) 109.6  － 

② 離隔 10m 96.4  -13.2  

③ 偏波 H 109.0  -0.6  

④ 東向き 90° 91.9  -17.7  

⑤ チルト下向き 10° 104.8  -4.8  

⑥ 離隔 3m 90.0  -19.6  

 

表４-９５ アンテナ条件と各測定値との関係(非再生中継方式) 

条件番号 アンテナ条件 アンテナ間結合量[dB] 基準との差[dB] 

① 基準(離隔 10.0m) 86.9  - 

② H偏波 88.6  1.7  

③ 東向き 90° 79.9  -7.0  

④ チルト下向き 10° 85.0  -1.9  

⑤ 離隔 18.5m 92.9  6.0  

⑥ 離隔 0m 72.8  -14.1  

⑦ 狭ビーム(離隔 0m) 81.8  -5.1  
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 ４－５ 考察 

 ③加入者端末における干渉の影響の比較 

  ア．中継局 BSの下り信号(DL)に基地局の DLが干渉する場合 

本試験では、加入者端末での希望波電力と干渉波電力の比を D/Uと規定する。 

再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１８９のとおりである。 

また、非再生中継方式の D/U と UDP スループットの関係は、図４-１９０のとおり

である。 

基地局と中継局の電波が受信できるエリアでは、その干渉の影響によりスループッ

トが劣化する。基地局と中継局の電波が等量に受信する地点が最も影響を受けている

ことが分かる。 

今回の試験では、再生中継方式、非再生中継方式ともに D/U=20dB以上で最大スルー

プットを得ることができている。 

なお、非再生中継方式では、干渉波の遅延量はシンボルの許容遅延時間以内なので

理論的には干渉の影響はないが、実際にはスループットが低下する現象が見られた。

考えられる原因としては、加入者端末の受信性能によるものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１８９ 再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１９０ 非再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係 
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 ４－５ 考察 

  イ．中継局の上り信号(UL)が加入者端末の UL に干渉する場合 

再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１９１のとおりである。 

また、非再生中継方式(ICSなし)の D/Uと UDPスループットの関係は、図４-１９２ 

のとおりである。 

再生中継方式と非再生中継方式の D/Uとスループットの関係を比較すると、最大の

スループットが得られる D/Uは、今回の試験では、非再生中継方式の方が再生中継方

式よりも約 10dB低くなっている。これは、非再生中継方式の干渉波は、数μs程度の

シンボルの許容遅延時間以内の遅延であるため、シンボル間干渉による影響が小さい

と考えられる。 

一方、再生中継方式の再送信波は、100ms 程度遅延するために、干渉の影響が大き

くなると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１９１ 再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１９２ 非再生中継方式(ICSなし)の D/Uと UDPスループットの関係 
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 ４－５ 考察 

（４）非再生中継方式レピータの帯域外増幅度に関する検討 

地域 WiMAX 用の非再生中継方式では、信号品質の劣化が蓄積されるために、隣接シ

ステムへの妨害を除去する必要がある。また、帯域外の信号を増幅すると、他の通信

システムとの電波干渉が問題となる。そこで、地域 WiMAX に隣接している帯域での利

得を測定し帯域外増幅度について検討する。 

今回は、UQコミュニケーション社の WiMAX帯域は、ガードバンドが 3MHzと狭いこと

から測定の対象とした。 

一方、Wireless City Planning社の XGP帯域においては、ガードバンドが 7MHzあり、

また本試験実施場所で商用サービスを開始していない状況から、今回は測定から除外し

た。 

各帯域の構成は、図４-１９３のとおりである。 
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図４-１９３ 2.5GHz通信システムの電波使用帯域 

 

 

 

 

 

 

 



 

171 

 ４－５ 考察 

 ①帯域外増幅度の測定方法 

ア．非再生中継局の下り信号（DL） 

DLの試験構成図は、図４-１９４のとおりである。 

測定系は基地局(BS)、信号発生器(SG)、WiMAX非再生中継局、帯域除去フィルタ(BRF) 

及びスペクトラムアナライザ(SA)で構成される。 WiMAXレピータは、BSのプリアンブ

ルを検出して動作するため BSを接続する必要がある。 

また、スペクトラムアナライザの測定範囲を広く取るために、BSの出力レベルは 

WiMAX非再生中継局が動作する最低のレベルとし、WiMAX非再生中継局の出力に帯域除

去フィルタを挿入して地域 WiMAX信号を低下させている。 

信号発生器から-50dBmで無変調連続波(CW:Continuous Wave)を出力し、2587MHz か 

ら 2630MHz まで 2MHz ステップで周波数を変化させてスペクトラムアナライザにて信

号レベルを測定した。測定した結果に BRF特性(図４-１９５)を考慮してグラフを作成

した。 

なお、各機材の説明は、表４-９６のとおりである。 

 

BS

SG
Agilent
N5182A

+

WiMAX
Repeater

(gain 90dB) BRF
SA

Agilent
N9020A

Freq: 2587 - 2630 [MHz]
Output LVL : -50dBm

アンテナ端入力レベル:
-54dBm

 

図４-１９４ 試験構成図(DL) 

 

 

表４-９６ 各機材の説明 

機材 説明 

BS プリアンブル、報知情報を送信 

信号発生器 Agilent N5182A CW, 出力-50dBm, ケーブルロス 4dB 

WiMAX レピータ 最大ゲイン 90dBを設定 

BRF 
地域 WiMAX 帯域近傍でのスペアナの飽

和を防ぐ帯域除去フィルタ 

ス ペ ク ト ラ ム ア ナ ラ イ ザ 

Agilent N9020A 
信号電力を測定 
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図４-１９５ BRF特性 

 

イ．非再生中継局の上り信号（UL） 

ULの試験構成図は、図４-１９６のとおりである。 

構成機器は DLと同様であるが、ULを測定するために信号発生器とスペクトラムア 

ナライザ、帯域除去フィルタの接続を変更している。 

信号発生器から-30dBmで無変調連続波を出力し、2587MHzから 2630MHzまで周波数 

を変化させてスペクトラムアナライザで受信レベルを測定した。測定した結果に BRF

特性(図４-１９５)を考慮してグラフを作成した。 
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図４-１９６ 試験構成図(UL) 
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 ②帯域外増幅度の測定結果 

ア．非再生中継局の下り信号（DL） 

信号発生器からの信号は、非再生中継局の入力端で-54dBm で入力し、この信号を

2594MHzから 2MHzおきに非再生中継局へ入力した時の非再生中継局の出力の測定結果

は、図４-１９７のとおりである。 

地域 WiMAX帯域内では増幅されているが(10MHz帯域換算で 90dB)、UQコミュニケー

ションズ社の帯域内では非再生中継局出力は－68dBm/MHz から －89dBm/MHz 程度であ

り、増幅しておらず、14dB から 35dBの損失を持って出力されているため、UQ コミュ

ニケーションズ社の帯域に影響を与えていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１９７ DL周波数特性 
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イ．非再生中継局の上り信号（UL） 

信号発生器からの信号は、非再生中継局の入力端で-62dBm で入力し、この信号を

2594MHzから2MHzおきに非再生中継局へ入力した時の非再生中継局出力が測定結果は、

図４-１９８のとおりである。 

地域 WiMAX帯域内では増幅されているが(10MHz帯域換算で 92dB)、UQコミュニケー

ションズ社の帯域内では非再生中継局出力は －71dBm/MHzから －85dBm/MHzであり、

増幅はしておらず、9dB から 23dB の損失を持って出力されているため、UQ コミュニ

ケーションズ社の帯域に影響を与えていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１９８ UL周波数特性 

 

 ③実環境での UQ端末動作確認 

UQコミュニケーションズ社の端末を使用し、動画コンテンツをダウンロードする通

信状況において、非再生中継局からの電波の発射と停止を行い通信状況への影響を確

認した。 

非再生中継局サービス側アンテナからの離隔 10m及び 70mの地点で試験したところ、

非再生中継局からの電波の発射と停止で通信状況に変化はなく、UQコミュニケーショ

ンズ社の帯域への影響は確認されなかった。 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

第５章 地域 WiMAX同一周波数中継方式の導入に向けて 

 

５－１ 地域 WiMAX 同一周波数中継方式の有用性 

 地域 WiMAXは、ルーラルエリアでのデジタル・ディバイド解消のほか自動車や鉄道などで

の高速移動状態でも高速通信が利用可能であることから、モバイルでのインターネットアク

セスや、地域活性化のためのアプリケーションの利用拡大など期待が高まっている。 

 本調査検討会では、同一周波数中継による周波数の有効利用等を図るために、実証試験等

を通じて、地域 WiMAXにおける同一周波数中継が可能であり、WiMAXのサービスエリアを効

率的に拡大できることが検証できた。 

 同一周波数中継は、地域 WiMAXにおける制約として 10MHz幅の帯域においても、今回の条

件では、DLスループット 14Mbps、ULスループット 3Mbps程度と基地局を設置した場合と同

等のスループットを確保できたことから、十分に実用することが可能であり、周波数の有効

利用に貢献できることが分かった。 

また、同一周波数中継では、基地局装置より安価で構築することが可能で、基地局増設の

ためのアクセス回線が不要であるためランニングコストが低減でき、コスト面での有用性も

確認できた。 

 本調査検討会において、実環境試験を通じて中継システム構築に必要な技術的データを得

ると共に、インハウス試験と実環境試験の結果を比較することで、実環境へ展開する際の留

意点を得ることができた。 

今回の実証試験で検証された事項は、次のとおりである。 

 

（１）中継局置局のための所要 D/U 

   本調査検討会の試験では、同一周波数中継におけるアンテナ間の回り込み干渉(図

５-１)に対応するための所要 D/U を測定し、また中継回線とアクセス回線の干渉の影

響を明確化した(再生中継方式は142ページ参照、非再生中継方式は153ページ参照)。 

   ICS機能ありの非再生中継方式では、回り込み波の干渉の影響をほとんど受けないた

めアンテナ設置における制約が尐ないことが分かった。(155ページ参照) 

ICS機能なしを模擬した非再生中継方式(以下「ICSなし」という。)、また、再生中

継方式においても、アンテナ設置の工夫や狭ビームアンテナを利用することにより、所

要 D/Uを改善できることを確認した。(167ページ参照) 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

 

図５-１ 中継局におけるアンテナ間の回りこみによる干渉 

   試験を通じて得られた技術的データは、以下のとおりである。 

①非再生中継方式(ICS なし)の場合の所要 D/U は 15dB 以上で、最大スループットが得

られた。(図５-２)(162ページ参照) 

②ICS機能を搭載すれば、所要 D/Uの改善は可能である。(図５-３)(162ページ参照) 

③再生中継方式の場合の所要 D/U は、23dB 以上で最大スループットが得られた。(図

５-４)(142ページ参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-２ 非再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係(ICSなし) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-３ 非再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係(ICSあり) 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-４ 再生中継方式の D/Uと UDPスループットの関係 

 

 

（２）アンテナの離隔等への設置に関する効果 

今回の実証試験では、再生中継方式及び非再生中継方式の何れの方式においても、ア

ンテナの設置方法などを変化させることにより、所要 D/Uを改善できることが分かった。

(図５-５) 

再生中継方式では、今回の条件においては、アンテナ間を 10m から 18.5m まで離す

と 13.2dB分の干渉が改善された。(図５-６)(144ページ参照) 

非再生中継方式では、今回の条件においては、アンテナ間を 10mから 18.5mまで離す

と 6dB分の干渉が改善された。(155ページ参照) 

また、中継局のドナー側アンテナを狭ビームタイプにすると 9dB分の干渉が改善され

た。(図５-７)(155ページ参照) 

なお、今回は実施しなかった両アンテナのアンテナ高を変えることでも、干渉量低減

効果が期待できる。 

 

 

 

図５-５ 中継局におけるアンテナ設置条件による干渉の影響 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-６ アンテナ条件を変化させた場合の D/U (再生中継方式) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-７ アンテナ条件を変化させた場合の D/U (非再生中継方式) 

 

（３）加入者端末の通信状況における実用性 

加入者端末において、中継局からの信号と基地局からの信号が干渉する条件での実用

性を検証した。(図５-８)(再生方式は 147ページ参照、非再生方式は 159ページ参照) 

今回の実証試験では、いずれの中継方式も D/Uが良好な条件の場合、最大スループッ

ト 14Mbps(DL)程度と、基地局を設置した場合と同等のスループットを確保できたこと

から、概ね満足できるスループット性能と考えられる。 

また、D/Uが厳しい条件(5.5dB程度)でも 2Mbps(DL)のスループットが得られた。(図

５-９、図５-１０を参照) 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

 

図５-８ 加入者端末における中継局と基地局からの干渉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-９ D/Uと UDPスループットの関係(再生中継方式) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１０ D/Uと UDPスループットの関係(非再生中継方式) 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

また、加入者端末の ULにおいて、加入者端末からの信号と中継局からの信号が干渉

する条件での実用性を検証した。（図５-１１）(再生方式は 149ページ参照、非再生

方式は 161ページ参照) 

今回の実証試験では、加入者端末からの ULについても、いずれの中継方式も D/Uが

良好な条件の場合、最大スループット 3Mbps(UL)程度と、基地局を設置した場合と同等

のスループットを確保できたことから、概ね満足できるスループット性能と考えられる。 

また、D/Uが厳しい条件(6.5dB程度)でも 500kbps(UL)のスループットが得られた。

(図５-１２、図５-１３を参照) 

 

 

図５-１１ 中継局の ULが加入者端末の ULに干渉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１２ D/Uと UDPスループットの関係(再生中継方式) 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１３ D/Uと UDPスループットの関係(非再生中継方式) 

 

 

（４）再生中継方式と非再生中継方式の特徴 

    本実証試験において得られたデータをもとに、再生中継方式と非再生中継方式の特徴

を検討した結果は、以下のとおりである。 

    

 ①中継局置局のための所要 D/U 

非再生中継方式(ICSなし)の所要 D/Uは 15dB以上で、ICS機能を実装すれば所要 D/U

を改善することが可能となる。 

再生中継方式の所要 D/U は 23dB 以上必要であり、非再生中継の方が尐ない所要 D/U

でも設置することができるため、アンテナの設置条件の制約が尐ないことが分かった。 

 

 ②アンテナの離隔等への設置に関する効果 

   再生中継方式、非再生中継方式ともアンテナの設置条件を変化させることで、所要

D/Uを改善することができた。 

 

 ③加入者端末の通信状況における実用性 

加入者端末における基地局と中継局からの干渉の影響については、再生中継方式及び

非再生中継方式とも、所要 D/U が 20dB 以上であれば、最大の DL スループットが得ら

れた。 

再生中継方式でサブキャリア分割(セグメント化)を行えば、干渉によるスループット

の低下は発生しないが、最大スループットはセグメント化に応じて変化し、DL スルー

プットは 3分の 1セグメント化で 3分の 1のスループットとなった。 
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 ５－１ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の有用性 

また、UL スループットは再生中継方式と非再生中継方式の方式による干渉波の遅延

量の相違から、再生中継方式では D/Uが 17dBで最大のスループットが得られて、非再

生中継方式では D/U が 6dB で最大のスループットが得られており、非再生中継方式の

方が 10dB尐ない所要 D/Uで設置することができた。 

なお、今回の ULスループットの実環境試験では、再生中継方式のみ測定しており、

非再生中継方式はインハウス試験のみ測定したことから、実際に設置する際には、非

再生中継方式の試験により確認を行う必要がある。 

 

 ④データ遅延 

pingコマンドを利用して各方式のデータ遅延を測定した結果、再生中継方式は 200ms、

非再生中継方式では 100msとなり、再生中継方式の方が遅延が大きい結果となった。 

これは、2回線分の遅延が発生するためであり、リアルタイム性が必要なアプリケー

ションの種類によっては、この遅延の影響に注意する必要がある。 
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 ５－２ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の整備例 

５－２ 地域 WiMAX 同一周波数中継方式の整備例 

 地域 WiMAX同一周波数中継システムを導入する際の整備例を、次の想定条件で各システム

の特徴を検討する。 

 

（１）想定条件 

①非再生中継方式システム(ICS機能なし) 

②非再生中継方式システム(ICS機能あり) 

③再生中継方式システム(セグメント化なし) 

④再生中継方式システム(セグメント化あり) 

 

（２）設置例 

  想定条件①から④のシステムの設置例は以下のとおりである。 

 

 ①非再生中継方式システム(ICS機能なし) 

 

システム構成 ○ 基地局からの信号をそのまま増幅して送信する。 

特    徴 

○ 装置コストは低い。 

○ アンテナの設置に工夫が必要。 

※アンテナ間のアイソレーションを確保するため、アンテナ間の離

隔の確保（水平方向、高さ方向）や、アンテナ背面をビル壁に合

わせることによるアイソレーションを確保する工法も有効。 

○ 信号品質の劣化が蓄積されるために、隣接システムへの妨害を除

去する必要がある。 

○ 信号の遅延による劣化の許容値があり、中継段数や中継距離に制

限がある。 

設置イメージ 

 

 

中継装置

ドナー側アンテナ サービス側アンテナ
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 ５－２ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の整備例 

 ②非再生中継方式システム(ICS機能あり) 

 

システム構成 

○ 基地局からの信号をそのまま増幅して送信する。 

○ 中継局の送信波と受信波の干渉を低減させる機能としてICS機能

を有する。 

特    徴 

○ 装置コストは ICS機能なしのシステムより高額。 

○ アンテナ設置が容易(共架も可能)。 

○ 各アンテナをひとつの支柱に共架できるなど、アンテナ設置にお

ける制約が尐ない。 

○ 信号品質の劣化が蓄積されるために、隣接システムへの妨害を除

去する必要がある。 

○ 信号の遅延による劣化の許容値があり、中継段数や中継距離に制

限がある。 

設置イメージ 
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 ５－２ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の整備例 

 ③再生中継方式システム(セグメント化なし) 

 

システム構成 
○ 基地局からの信号を中継局で受信し、復調・復号化しデジタルデ

ータに変換後、それらを符号化及び変調・送信することで中継する。 

特    徴 

○ 装置コストは非再生中継方式システムより高額。 

○ 高いスループットを得られるが、アンテナの設置に工夫が必要。 

（非再生（ICS機能なし）よりアンテナ離隔が必要） 

※アンテナ間のアイソレーションを確保するため、アンテナ間の離

隔の確保（水平方向、高さ方向）や、アンテナ背面をビル壁に合

わせることによるアイソレーションを確保する工法も有効。 

○ 遅延時間が非再生中継方式の約２倍となる。 

○ MIMO-Bが利用可能であり、ほぼ２倍のスループットが得られる。 

○ 中継距離は、再生して中継することから、長距離の中継も可能で

ある。 

設置イメージ 
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 ５－２ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の整備例 

 ④再生中継方式システム(セグメント化あり) 

 

システム構成 

○ 基地局からの信号を中継局で受信し、復調・復号化しデジタルデ

ータに変換後、それらを符号化及び変調・送信することで中継する。 

○ 基地局－中継局間と中継局－端末間で異なるサブキャリアを使

用することで、干渉を発生させない方式(セグメント化)で中継す

る。 

特    徴 

○ 装置コストはセグメント化なしのシステムと同等。 

○ セグメント化に応じて最大スループットが変化する。 

○ アンテナ設置が容易(共架も可能)。 

○ 遅延時間が非再生中継方式の約２倍となる。 

設置イメージ 

 

 

中継装置

ドナー側アンテナ サービス側アンテナ
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 ５－２ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の整備例 

【参考】その他の整備例について 

   エリア拡張の手段として、基地局をアクセス回線を介して追加で置局する構成は図

５-１４、図５-１５のとおりである。 

   一般に、追加する基地局までのアクセス回線に光ファイバを利用するが、光ファイバ

の敶設費用を考慮すると、再生中継方式及び非再生中継方式による方法がコスト的に低

廉になる。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１４ エリア拡張として光ファイバで基地局を追加で置局した場合 

 

アクセス回線に 5GHz帯無線 LANや 25GHz帯特定小電力無線装置などの固定無線アク

セスを利用することで、光ファイバ敶設コストに比べて安価にアクセス回線を構築でき

る場合がある。ただし、非再生中継方式に比べると、基地局コストおよび固定無線アク

セスの費用がかかる。 

また、5GHz帯無線 LAN等は、チャンネル数の制限もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-１５ エリア拡張として固定無線アクセスで基地局を追加で置局した場合 
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 ５－２ 地域 WiMAX同一周波数中継方式の整備例 

（３）各設置例の特徴 

   表 ５-１では、想定条件①～④及びその他の整備例における費用、アンテナ設置の容

易性、スループット、遅延、装置監視・制御などの視点から、それらの特徴を検討した。 

 

表 ５-１ 各設置例の特徴 

整備例 機器費用 
設置の容易性 

(所要 D/U) 
スループット 

データ 

遅延 

装置監視・

制御 

非

再

生

中

継

方

式 

ICSなし ◎ ○ ○ ○ ○ 

ICSあり ○ ◎ ○ ○ ○ 

再

生

中

継

方

式 

セグメント化なし △ △ ○ △ ◎ 

セグメント化あり △ ◎ △ △ ◎ 

基

地

局

設

置 

アクセス回線は 

光ファイバ 
  △(*) △ ◎ ○ ◎ 

アクセス回線は 

固定無線装置 
△ △ ○ ○ ◎ 

評価目安 ◎：優、○：良、△：可 

 

  ①機器費用は、非再生中継方式(ICS)なしが最も低廉化が期待できる。 

  ②所要 D/Uは、非再生中継方式(ICSあり)と再生中継方式(セグメントあり)が最も有利

で、アンテナ設置の制約が尐ない。 

  ③スループットは、所要 D/Uが確保できる場合、再生中継方式(セグメント化あり)がも

っとも小さくなる。 

  ④データ遅延は、再生中継方式に比べて非再生中継方式が優れている。 

  ⑤装置監視・制御は、直接上位から監視・制御可能な再生中継方式が優れている。しか

し、非再生中継方式においても、ドナー側に端末機能を実装することで監視機能が実

用化されている。 

  ⑥基地局設置の場合は、再生中継方式及び非再生中継方式と比べてアクセス回線のため

の費用がかかる。 

  (*)アクセス回線における費用は、固定無線装置に比べて光ファイバの方が高額になる

ことがある。 
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 ５－３ 地域 WiMAX同一周波数中継方式導入に向けて 

５－３ 地域 WiMAX 同一周波数中継方式導入に向けて 

（１）地域 WiMAX同一周波数中継方式導入の課題 

 ①技術基準について 

   地域 WiMAXは隣接する BWAシステムに挟まれており、特に非再生中継方式の場合、隣

接システムの信号を増幅し再送信することで、隣接システムの基地局や加入者端末に影

響を与えないような技術基準作りが重要になる。 

 

 ②アンテナ設置の条件 

   本調査検討により再生中継方式、非再生中継方式におけるアンテナ設置基準の参考と

なる測定結果が得られた。非再生中継方式における ICS機能ありの場合、また再生中継

方式でセグメント化した場合においては、アンテナの設置条件における制約は尐ない。 

一方で、非再生中継方式（ICS 機能なし）、再生中継方式でセグメント化しない場合

のいずれにおいても干渉量（所要 D/U）調整が必要であったことから、これらについて

はアンテナの設置に工夫が必要である。 

実環境への展開には、中継システムの導入に際しては、アンテナの結合量等、事前に

現地での測定が必要である。 

 

 ③非再生中継方式の送信電力設定 

   非再生中継方式の場合、運用開始時点でサービス側アンテナの送信電力の調整を十分

に検討する必要がある。特に ICS機能がない場合、ドナー側アンテナ・サービス側アン

テナのアンテナ間結合量によっては、発振状態となり中継局エリアばかりでなくその他

のエリアにも影響を与える可能性がある。 

   現時点では、D/Uを確認しながら送信電力を調整する必要があるが、今後、自動調整

などにより、運用をより簡便化できる機能が望まれる。 

 

 ④再生中継方式の構成について 

今回の調査検討では、再生中継方式を CPE＋基地局という構成で試験を進めた。本来

であればひとつの筐体に収納された装置を採用すべきであるが、試験開始時点では地域

WiMAX に対応した再生中継方式の中継装置が市場になかったことから、CPE＋基地局と

いう構成で対応した。今後は、地域 WiMAXに対応した再生中継方式の製品化が望まれる。 

 

 ⑤MIMO方式対応 

再生中継方式の場合、ドナー側の回線の CINRが良好な条件であれば下り通信におい

て MIMO-Bに対応する速度が得られるため、ほぼ 2倍のスループットを得ることができ

る。 

しかし、非再生中継方式では、ドナー側・サービス側とも各一式の無線装置しか内蔵
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していないので、MIMO-B の対応ができないため、高スループットの展開には制限が出

る。 

 

 ⑥多段中継 

地域 WiMAX 同一周波数中継方式は、多段中継にも対応しており、そのイメージは図

５-１６のとおりである。 

多段中継では、より広いエリアを効率的に確保することができ、周波数の有効利用を

図れることからルーラルエリア等でのサービスエリア拡大には有効であると考えられ

る。 

しかし、複数の中継局を経由するために、信号遅延と信号品質の劣化が懸念される。 

再生中継方式では、信号遅延が 100ms単位で増加することから、加入者端末で使用す

るアプリケーションによっては注意が必要である。 

非再生中継方式では、信号品質の劣化が発生することから、中継する段数に注意が必

要である。また、基地局から加入者端末までの距離は、周辺環境や送信出力にもよるが、

2段中継の場合、10km程度以内と考えられる。 

 

 

 

基地局

基地局サービスエリア 中継局サービスエリア 1 

中継局

中継局サービスエリア 2 

中継局

 

図５-１６ 多段中継のイメージ 
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（２）地域 WiMAX同一周波数中継方式導入に向けて 

   地域 WiMAXは、インターネットアクセス、地域活性化のためのアプリケーションの利

用拡大、条件不利地域でのデジタル・ディバイド解消など、さまざまな形で地域サービ

スの向上に貢献できると期待されている。 

本調査検討会の実証試験で、地域 WiMAX同一周波数中継方式が実現可能なことが示さ

れたことは一つの成果である。 

同一周波数中継は、今回の実証試験において、地域 WiMAXの 10MHz帯域においても、

スループットを十分に確保できることが明らかになったことから、効率的にエリアを拡

大することができ、周波数の有効利用を図れることが分かった。 

また、同一周波数中継は基地局装置によるエリア拡張に比べて、基地局装置のコスト、

基地局増設のためのアクセス回線のコスト、アクセス回線のメンテナンス費用等が削減

できることから、コスト面での有用性も期待できる。 

今後、実用化に向けて技術基準等の法的整備が進むとともに、本実証試験の結果によ

り地域 WiMAXの利用拡大が促進されることを期待する。 
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＜Ａ１＞ 地域 WiMAX の同一周波数中継方式に関する調査検討会 設置要綱 

 

 

１ 名称 

本調査検討会は、「地域 WiMAXの同一周波数中継方式関する調査検討会（以下「調査

検討会」という。）」と称する。 

 

２ 目的 

地域 WiMAXの同一周波数中継を行う際の技術的条件等の検討を行い、周波数の有効利

用に資するとともに、多様なブロードバンドサービスを経済的に提供することが可能と

なるシステムについて検証する。 

 

３ 検討項目 

調査検討会の目的を遂行するために、次の項目について検討する。 

（１）中継回線とアクセス回線の干渉回避条件等の検討 

（２）再生中継方式と非再生中継方式の伝送距離、伝送速度等の比較検討 

（３）各中継方式の実運用面での検討 

（４）その他調査検討に必要な事項 

 

４ 構成 

調査検討会の構成は、次のとおりとする。 

（１）調査検討会は、北海道総合通信局長の委嘱を受けた委員により構成する。 

（２）調査検討会に座長を置く。座長は、委員の互選により選出する。 

（３）座長は、委員の中から副座長を指名することができる。 

（４）必要に応じて専門家の参加を認めることができる。 

（５）調査検討会には、具体的な検討を行う作業班（WG）を置く。 

（６）作業班の構成は、調査検討会で定める。 

（７）調査検討会の事務局は、総務省北海道総合通信局無線通信部に置く。 

 

５ 運営 

調査検討会の運営は次のとおりとする。 

（１）調査検討会は、座長が招集し、主宰する。 

（２）作業班の開催は、事務局が招集・主宰し、具体的な作業を行う。 

（３）調査検討会及び作業班は必要に応じ電子メールによる運営を行う。 

（４）その他運営に関して必要な事項は、調査検討会において定める。 
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６ 開催期間 

設置の日から平成２３年３月３１日までの間で報告書を取りまとめる日までとする。 

 

７ その他 

（１）調査検討会における調査検討事項に関する成果を公表するときは、総務省北 

海道総合通信局の承認を得るものとする。 

（２）調査検討会の成果物に関する権利（例えば、調査検討結果を記した著作物等） 

は、原則として総務省北海道総合通信局に帰属する。 
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＜Ａ２＞ 地域 WiMAX の同一周波数中継方式に関する調査検討会 委員構成 

 

 

旭川ケーブルテレビ株式会社 常務取締役業務本部長         五反田 英利 

 

旭川市 総務部 事務管理課 課長                 佐藤 篤 

 

株式会社帯広シティーケーブル 技術部 部長            武吉 幸雄 

 

電気興業株式会社 技術開発統括部 電気通信開発部 部長      西澤 俊一 

 

◎東海大学 生物理工学部 生体機能科学科 教授           上瀧 實 

 

日本無線株式会社 通信インフラ事業部 通信インフラ技術部 

マイクロ通信グループ 担当部長                  小林 保 

 

株式会社ニューメディア 函館センター センター長         金子 敦 

 

株式会社日立国際電気 通信事業部 主管技師長     加藤 数衞 

 

株式会社フジクラ 光機器・システム事業部 

ネットワークソリューション技術部 主席技術員           中村 光則 

 

富士通ネットワークソリューションズ株式会社 

ソリューション開発本部 ワイヤレスビジネス担当 

プロジェクト統括部長                       神子 弘明 

 

北海道 総合政策部 科学 IT振興局 情報政策課 

利活用グループ 主幹                        千葉 律子 

 

○北海道大学 大学院情報科学研究科 

インテリジェント情報通信研究室 准教授              大鐘 武雄 

 

◎ 座長  ○ 副座長               ※敬称略、機関名五十音順 
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＜Ａ３＞ 地域 WiMAX の同一周波数中継方式に関する調査検討会 作業班構成 

 

 

旭川ケーブルテレビ株式会社 常務取締役業務本部長         五反田 英利 

 

旭川市 総務部 事務管理課 事務管理係 主査           飛田 憲一 

 

株式会社帯広シティーケーブル 技術部 部長            武吉 幸雄 

 

電気興業株式会社 技術開発統括部 電気通信開発部 

開発一課 主任                          中田 幸男 

 

日本無線株式会社 通信インフラ事業部 通信インフラ技術部 

マイクロ通信グループ 主任                    江川 祐介 

 

株式会社ニューメディア 函館センター 技術部 課長        奥本 賢二 

 

株式会社日立国際電気 通信事業部 通信システム設計本部 

通信システム設計部 主任技師                                      加島 謙一 

 

株式会社フジクラ 光機器・システム事業部 

ネットワークソリューション技術部 主席技術員           中村 光則 

 

富士通ネットワークソリューションズ株式会社 

キャリアビジネス本部 ワイヤレスビジネス統括部 第二システム部 

担当課長                             小松 毅亘 

 

富士通ネットワークソリューションズ株式会社 

キャリアビジネス本部 ワイヤレスビジネス統括部 第二システム部  高橋 智幸 

 

北海道 総合政策部 科学 IT振興局 情報政策課 

利活用グループ 主任                        錦見 剛 

 

○北海道大学 大学院情報科学研究科 

インテリジェント情報通信研究室 准教授              大鐘 武雄 

 

○ リーダー                    ※敬称略、機関名五十音順 
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＜Ａ４＞ 検討経過報告 

 

  第１回検討会 

 日時 平成２２年７月７日（水） 

 議題 １ 調査検討会の設置について 

２ 検討事項、実証試験、スケジュールについて 

３ 作業班の設置について 

 

  第１回作業班会議 

日時 平成２２年７月７日（水） 

 議題 実証試験システムの構成及び実証試験項目について提案 

 

  第２回作業班会議 

開催期間 平成２２年７月３０日（金）～８月３日（火） 

 議題   実証試験システム構成及び実証試験項目の修正提案 

 

  第２回検討会 

開催期間 平成２２年１１月２４日（水）～１２月７日（火） 

 議題   報告書骨子（案）について 

 

  第３回作業班会議 

開催期間 平成２２年１１月２４日（水）～１２月７日（火） 

 議題   インハウス試験データの取得結果とフィールド試験について 

 

  第３回検討会・第４回作業班会議 

 日時 平成２３年２月２日（水） 

 議題 １ 検討状況の確認 

    ２ 実証試験の実施状況及び確認 

    ３ 報告書（案）について 

    ４ 今後のスケジュールについて 

    ５ その他 

 

  第５回作業班会議 

開催期間 平成２３年２月２４日（木）～３月１日（火） 

 議題   報告書（案）について 

 

  第４回検討会 

 日時 平成２３年３月９日（水） 

 議題 １ 報告書（案）について 

    ２ その他 
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＜Ａ５＞ 用語集 

 

用語 説明 

16QAM x/y 

Quadrature Amplitude Modulation 16値直交振幅変調 

搬送波の振幅と位相の両方を変化させる変調方式で、1シンボル

で 4bitの情報を伝送できる 

x/y は、誤り訂正符号の符号化率を表す 

1xEV-DO 

1x Evolution Data Only 

CDMA 技術を応用した携帯電話方式「cdma2000」規格に含まれる

データ通信専用の技術 

64QAM x/y 

Quadrature Amplitude Modulation 16値直交振幅変調 

搬送波の振幅と位相の両方を変化させる変調方式で、1シンボル

で 6bitの情報を伝送できる。 

x/y は、誤り訂正符号の符号化率を表す 

ASN 

Access Service Network 

WiMAX 端末装置に対して無線アクセス機能を提供するネットワ

ーク 

ATT 減衰器（アッテネータの項参照） 

BRF 
Band Rejection Filter（帯域除去フィルタ） 

特定の周波数帯域だけを低いレベルに減衰させるフィルタ回路 

BS 
Base Station 

基地局 

CATV 
Community Antenna Television 

テレビの有線放送やインターネット接続も含む複合サービス 

CDMA2000 
Code Division Multiple Access 

IMT-2000として認められた第 3世代移動体通信方式の一つ 

CINR 

Carrier to Noise Ratio 

搬送波レベル対干渉・雑音の比で、電波のクリアさを示す 

CINR(dB)＝搬送波電力(dB)－干渉信号電力(dB)－雑音電力(dB) 

CPE 
Customer Premises Equipment 

加入者端末 

CSN 

Connectivity Service Network 

WiMAX 端末装置に対して IP 接続サービスを提供するネットワー

ク 

CW 
continuous wave 

無変調連続波 

D/U 

Desired to Undesired signal ratio 

希望波と妨害波の比 

値が大きいほど妨害が尐ない 

単位 [dB] 

dB 
decibel(デシベル) 

ある物理量(信号電力等)を基準となる量と対数で表した比 

dBm 
1mWを基準として電力をデシベルで現す際の単位 

例：0dBm＝1mW 30dBm＝1W 

DL 通信回線の下り(基地局→無線端末)方向の回線 
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用語 説明 

DSL 
Digital Subscriber Line 

電話線を用いて高速データ通信を行う方法 

FTTH 
Fiber To The Home 

光ファイバー回線を利用してインターネットに接続する方法 

FWA/BWA 

Fixed Wireless Access：無線による加入者系データ通信サービ

スの方式の一つで、固定無線アクセスシステムを表す 

Broadband Wireless Access：広帯域移動無線アクセスシステム 

HSDPA 

High Speed Downlink Packet Access 

「W-CDMA」のデータ通信を高速化した規格 

下り(基地局→端末)方向のパケット通信速度を向上させる技術

で、従来は 384kbps～2Mbps 程度だった通信速度を最高で

14.4Mbps(理論値)まで引き上げることが出来る 

ICS 
Interference Cancellation System  

干渉除去システム 

IEEE802.11b 
IEEE(米国電気電子学会)が定めた無線 LAN の規格で、2.4GHz 帯

での最大 11Mbpsの無線 LANの物理層仕様 

IEEE802.11n 

IEEE(米国電気電子学会)が定めた無線 LAN の規格で実効速度

100Mbps 以上の伝送速度を実現するための仕様 (2009 年 9 月標

準化 ) 

IEEE802.16e 

802.16-2004をベースとし、120km/h程度までのモバイル仕様に

対応する  2005 年 12 月に IEEE 標準化機関で「IEEE Std 

802.16e-2005」として承認された 

IEEE802.16m 4Gの候補として IEEE802.16委員会が提案したもの（WiMAX2）  

IMT-2000 ITUが勧告している第 3世代移動体通信システムの正式名称 

IMT-Advanced IMT-2000の発展型 ITUでは第 4世代システムと定義した 

ITU 
International Telecommunication Union 

国際電気通信連合 

LTE-Advanced 
LTE（Long Term Evolution）の発展型で、4Gの候補として 3GPP

が ITUに提案したもの 

MAC層 
Media Access Control 

多元接続に必要なプロトコルと制御機構を提供する 

MIMO 

Multiple Input Multiple Output 

送信側と受信側の双方を複数のアンテナでデータの送受信を行

う高速無線データ通信技術 

MIMO-A:複数のアンテナから同一のデータを送信する 

MIMO-B:複数のアンテナから異なるデータを送信する 

MS Mobile Station （移動局） 無線端末を示す 

OFDMA 

Orthogonal Frequency Division Multiple Access（直交周波数

分割多元接続） 

無線通信方式の一種で、複数ユーザーを OFDM（直交波周波数分

割多重）によってアクセスできるようにする方式 

ping RTT 

あるコンピュータからネットワークに接続されている他のコン

ピュータへの Round Trip Time(応答時間) 

ネットワークの遅延時間を知ることができる 
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用語 説明 

QPSK x/y 

Quadrate Phase Shift Keying 4位相偏移変調  

4つの位相に搬送波を変化させる変調方式で、1シンボルで 2bit

の情報を伝送できる。 

x/y は誤り訂正符号の符号化率を表す 

RF信号 
RadioFrequensy 

磁波や電気信号のうち、無線通信に利用できる周波数信号 

SG 
Signal Generator（信号発生器） 

周波数・電力・変調の電気信号を出力する電気計測器 

TCP 

Transmission Control Protocol（伝送制御プロトコル） 

インターネットで標準的に利用されている、IP の上位プロトコ

ルのこと 

セッション（接続）を確立してから通信を開始する 

UDP 

User Datagram Protocol  

インターネット上でのデータ通信に用いられるプロトコルの一

種。セッションを確立しないでデータを相手に送り出す 

UL 通信回線の上り(無線端末→基地局)方向の回線 

W-CDMA 

Wideband Code Division Multiple Access（広帯域符号分割多

元接続） 

無線通信規格の CDMAを広帯域化した、第 3世代移動体通信シス

テムの通信方式の一つ 

Wibro 韓国での WiMAXサービスの名称 

WiMAX2 
IEEE802.16mの別名 

「WirelessMAN-Advanced」と呼ばれることもある 

XGP 

eXtended Global Platform 

次世代 PHS の標準規格で、WiMAX とともに 2.5GHz 帯の日本の全

国バンドの高速無線通信サービスの規格である 

アッテネータ 

Attenuator 減衰器 

信号を適切な信号レベルに減衰させる電子部品、または装置 

「ATT」と略す場合もある 

アンテナパターン 

アンテナの放射特性を図示したもの 

アンテナがどのようにエネルギーを空間に放射（または受信）

するかを表す 

アンテナ間結合量 
2つのアンテナ間において 1つのアンテナともう 1つのアンテナ

との電波伝搬損失（量）のこと 

オムニアンテナ 
オムニ（無指向性）アンテナは水平方向に 360 度にわたって信

号を放射する 

ガードインターバル 
Guard interval（保護区間） 

OFDM方式におけるシンボル間干渉を回避するための冗長部分 

空中線 

Antenna (アンテナ）  

電磁波の送出や受信に使用され、電気エネルギーを効率よく電

磁波として空間に放射する また、空間を移動している電磁波

を効率よく電気エネルギーに変換する働きをする 

下り信号 通信回線の下り(基地局→無線端末)方向の信号 
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用語 説明 

ゲイン Gain 電気回路における入力と出力の比のこと 利得と同じ 

サーキュレータ 

3つの端子を持つ電子部品で、端子 1に入力した高周波信号が端

子 2 にのみ出力され、端子 3 に入力した高周波信号が端子 1 に

のみ出力される 

サービス側アンテナ 加入者端末と通信する側のアンテナ 

指向性 
電波を受信するアンテナの主軸が向いている方向に対する受信

感度を表わす指標あるいは性能のこと 

シンボル間干渉 隣り合うシンボル同士が干渉し合うことで波形が歪む現象 

スペクトラムアナライ

ザ 

Spectrum analyzer  

周波数分析に用いる計測器 

横軸を周波数、縦軸を電力とする二次元のグラフを画面に表示

する 

スループット 単位時間あたりの実効通信速度 単位 [bps] (bit per second) 

セクタアンテナ 
指向性を有し、基地局のカバーエリアを分割して利用するアン

テナのこと 

帯域外増幅度 必要周波数帯以外の周波数の入力と出力の比のこと 

帯域外輻射 必要周波数帯に近接する周波数の電波の放射 

中継局 
電波を中継する無線局  レピータ（リピータ）局とも呼ばれ

る 

チルト 
アンテナから放射されるビームの方向を、垂直面内方向で傾け

ること 

ドナー側アンテナ 基地局と通信する側のアンテナ 

上り信号 通信回線の上り(無線端末→基地局)方向の信号 

発振 
電気回路が外部から振動エネルギーを受けることなく自己振動

を行う現象 

パケット 
データ通信において、ネットワーク層(トランスポート層)を流

れる分割されたデータの単位 

符号化 

情報を一定の規則に従ってデータに置き換えること 

ある形式のデータを一定の規則に基づいて別の形式のデータに

変換すること 

復号化 符号化されたデータを元のデータに変換すること 

復調 
伝送路から受け取った変調信号から元の信号を取り出すこと 

伝送路への送出時に行った変調とは逆の処理を行う 

変調 情報を伝送するにあたり、最適な電気信号に変換する操作 

偏波 
電磁波が空間を伝播する際に、地面に対して水平な偏波を水平

偏波（H）、垂直な偏波を垂直偏波（V）という 

マルチパス 

multipath（多重波伝送路） 

送信された電波が建物や地形などの障害によって反射・回折し、

複数の経路から電波を受信してしまうこと 
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